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序

　日本の国際物流ネットワークの見直しがいよいよ本
格化してきた。国際物流競争力の面でアジア諸国に対
する日本の地位後退がさらに顕著になっており、しか
も両者の格差は今後一層開きかねないからだ。日本海
沿岸主要港の場合も例外ではないようだ。だが日本海
沿岸地方の場合には、事態はむしろより深刻であると
さえ云わざるをえないのである。そうした中で、日本
海沿岸地方主要港の“拠点性”についても論議がおこ
なわれているが、そうした論議は、北東アジア地域の
将来に対する“グランドデザイン”との関連性抜きに
は最早意味をなさないのではないだろうか。
　こうした問題意識に基づいて、日本海沿岸地方とく
に事例として新潟県を取り上げ、新たな拠点性につい
て考えてみるというのが本稿の目的である。
　そこで第Ⅰ章では、「北東アジア経済圏」のグラン
ドデザインに関する論点整理のために、まず「北東ア
ジア経済圏」の戦略性について考察し、次いで北東ア
ジア地域論の今日的な意義について触れてみる（注1）。
そして、第Ⅱ章では、北東アジアの経済発展に深く関
わる日中韓台四カ国・地域の相互依存関係について、
貿易・直接投資・国際物流ネットワークを中心にして、
問題点を明らかにしておく。第Ⅲ章では、第Ⅱ章とも
関連するが、まず日韓両国における産業内分業の進展
を背景とする日韓FTA（Free Trade Agreement）の
可能性について検討し、さらに日中韓台四カ国・地域
間における相互依存関係深化を背景とする日中韓台
FTAの問題点を整理しておく。その際、グローバル
市場における新興国企業とりわけ韓国企業や中国企業
さらには台湾企業の台頭の中で、いまなお日本企業が
競争力優位性を背景にして彼らに対等に対峙しうる分
野は「環境・新エネルギー技術開発分野」であるとい
う認識に基づいて（注2）、日中韓台FTAと並んで、日中
韓台共同排出権取引市場構想を含むEPA（Economic 
Partnership Agreement）の重要性を指摘しておく。
そして最後の第Ⅳ章では、日本海地域の新たな発展可
能性の下で、新潟県の「拠点性」に対して再定義を

試みる。ここではとくに新イノベーション論すなわ
ち環境・新エネルギー技術開発を取り上げ、北東アジ
アにおける次世代自動車産業なかんづくEV（Electric 
Vehicle）に焦点を当て、「北東アジアEV（Electric 
Vehicle）クラスターネットワーク」形成の可能性に
ついて探ってみることにする。
　以上の結果われわれは、新潟県に求められている新
たな意味での“拠点性”―すなわち“拠点性バージョ
ンⅡ”―とは、（イ）日本海地域における「広域地方経
済圏」連携と「関越クラスター」構想とのクロスオー
バー型ネットワーク形成のためのコーデイネーター機
能、（ロ）そして新潟県がこうした機能を発揮するため
の「ネットワーク・ノード［Network Node］（結節点）」
機能、という二つの機能を発揮することである―と
いう結論に達した。そしてわれわれは、「ネットワーク・
ノード」機能を発揮するためには、単に日本海沿岸地
方における物流拠点であるというばかりではなく、さ
らに（a）新プラットホーム型産業とりわけEV（Electric 
Vehicle）を中心とする次世代自動車産業の形成、（b）
なかんづく「関越EV（Electric Vehicle）クラスター」
構想とも関わる「中越EV（Electric Vehicle）クラス
ター」構想の推進、（c）「物的拠点性」論から「知的拠
点性」論への転換、（d）北東アジア産学官協力ネット
ワークづくり―の四点が不可欠であるということを
指摘しておかなければならないであろう。

Ⅰ． 「北東アジア経済圏」のグランドデザインに
関する論点整理

１．「北東アジア経済圏」の戦略性

（１） 同心円的経済圏における中心軸としての北東ア
ジア

　われわれはまず、北東アジアの戦略性を明らかにし
ておかなければならない。それは、「北東アジア経済圏」
が次の二つの経済学的・地政学的理由に拠ってアジア
における戦略的な位置を占めているからである。一つ
には、汎アジア経済圏が北東アジアを中心軸とする同
心円的経済圏であるということだ。二つには、北東ア
ジアは他方では北太平洋経済圏における有力な一翼を
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もなしているという点である。
　前者の「同心円的経済圏」とは何か。それは、日本・
韓国・中国・台湾さらにはロシアなどからなる北東ア
ジア地域を起点とし、東アジア地域さらにはインドま
でをも含む汎アジア地域へと外延的に拡大する中で形
成された「経済圏」であるということだ（注3）。アジア
の経済発展とは、こうした「経済圏」の外延的拡大と
それと表裏の関係にある内延的深化によってもたらさ
れたものに他ならない。すなわち、それは、「北東ア
ジア経済圏」を中心軸とし、さらにそれに依拠した東
アジア経済圏そしてインドをも含む汎アジア経済圏の
外延的・内延的発展によってもたらされたのである。
裏返せばアジアにおける経済発展とは、様々なレベル
における経済圏の重層的発展に依拠しており―その
意味でそれは「重層的経済圏」という性格を色濃く帯
びている―、「北東アジア経済圏」はその重層的発展
において不可欠な役割を果たしている、ということに
他ならない。その意味で、日本の成長戦略もまた、「北
東アジア経済圏」抜きには最早成り立たないと云って
も過言ではないのである。
　後者の北太平洋との関係についてはどうか（注4）。地
政学的関係を考慮すれば、北東アジアは一方ではアジ
アの構成員でありながら、他方では北太平洋にも係
わっている以上、太平洋地域の有力な構成員でもある
ということになる。問題は、経済圏の選択に関して、
こうした地政学的条件をどのようにまたどの程度勘案
すべきかという点である。ここでは少なくとも客観的
な立場に立ってその条件について検討しておこう。北
東アジアの二重性すなわち経済学的条件と地政学的条
件とのオーバーラップという問題は、二重の意味での
「カイト・フライング・モデル（Kite Flying Model）」
論（注5）を引っ張り出すことによって、“解決”可能と
なる。一つには、アジアさらにはアジア太平洋地域に
おいて、北東アジアがバランサーとしての役割を果た
しているという点である。この点に関しては域内にお
いては概ね容認されかつある意味では周知の事実とす
らなっている。もう一つは、朝鮮半島が北東アジアに
おける“アンバランサー”すなわち緊張要因となって
いるという点をどのように考えるのか、という点であ

る。しかしながらこのことは、観方を変えれば、朝鮮
半島の北東アジアにおける潜在的重要性をこそ示唆し
ているのであって、むしろ北東アジアにおける朝鮮半
島の潜在的発展可能性をわれわれに予期させていると
も云えよう（注6）。以上のような二重の意味での「カイ
ト・フライング・モデル」において果たしている北東
アジアの役割は決して過小評価されるべきではないの
である。
　以上からも明らかなように、「北東アジア経済圏」
が有する「同心円的経済圏」という特質は、アジアお
よびアジア太平洋地域においては二重の意味で戦略的
重要性―それは日本にとっては新たな「国家戦略」（注7）

にも繋がる重要性である―に関わっている、という
ことをわれわれは見落としてはならないであろう。

（２）北東アジア経済圏の重層性と日本の地域発展
　「同心円的経済圏」は、アジアの経済発展を日本経
済なかんづく地域経済の発展に結びつける上でも決定
的に重要な概念である。すなわち、日本の地域発展論
に関しても、コミュニテイーすなわち生活圏を基盤と
する「経済社会圏」（注8）、産業・経済活動の基盤とな
る「広域地方経済圏」（注9）、そして国際分業なかんず
く対アジア国際分業の主舞台となる「北東アジア経済
圏」からなる三つの「同心円的経済圏」における“重
層性”への対応こそが求められているが、そうした意
味で、現在の日本における地域経済社会の活性化もま
た、「重層的経済圏」下での北東アジア地域連携を不
可欠としているのである（注10）。
　その意味では、日本としても北東アジア経済圏にお
ける重層性―「経済社会圏」・「広域地方経済圏」・「北
東アジア経済圏」からなる重層性―を重視しなけれ
ばならないのである。
　かくしてわれわれは、アジアの経済発展を日本の経
済発展とりわけ地域発展に結びつける上で、「北東ア
ジア経済圏」の重要性を無視することはできないとい
う訳だ。

２．何故いま北東アジアなのか

　では、何故いま北東アジアなのか。この点を日本と
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の関連性で観てみると、以下の三点が論点として浮か
び上がってくる。一つは、日本の成長戦略との関わり
合いであり、二つには日本の地域発展との関係であり、
最後に日本の国土軸転換の必要性である。

（１）日本の成長戦略と北東アジア
　日本の成長戦略は今や、「アジア版ニューデイール」
（ここ云う“アジア”とは“汎アジア”を指す）抜き
には成り立たない。その理由としては、次の三つを挙
げなければならないであろう。一つは、日本の潜在成
長力引き上げのためには、新イノベーション論すなわ
ち、（イ）環境・新エネルギー技術開発、（ロ）次世代自
動車開発、（ハ）医療・介護などの成長効果―などに
求めることは当然であるが、これらはあくまでも供給
力サイドから観た潜在成長力引き上げ論であるという
ことを見落としてはならない。従って二つには、市場
論が求められているということである。だが内需論だ
けではこれらの潜在成長力強化によって増強されるで
あろう供給力を賄うことは到底できないであろうとい
うことは想像に難くない。そのことは、少子高齢化問
題一つ取り上げても容易に理解されよう。日本は今日
ですら過剰供給力―すなわちデフレ圧力―に苦しん
でいるのだが、“人口減少”は需要縮小に拍車をかけ、
そうした供給圧力をさらに深刻化させかつ中長期化さ
せることを不可避とするものと予想されるからである
（注11）。その結果、外需とくに中国をはじめとするアジ
アの新興諸国の市場を確保する必要性がますます強ま
るが、この問題は単にマーケットの拡大という観点か
らのみ捉えて済まされるものではない。そこには地政
学的な要素が色濃く横たわっているからである。この
点が三つ目の理由である。従って、「アジア版ニュー
デイール」という場合には、それは単にアジア場裏に
おける「需要」拡大ということを意味しているだけで
はなく、アジアにおいては経済成長そのものが“ボー
ダレス化”しており、その背景には地政学的な再編成
が色濃く影を落としているということを見落としては
ならない―ということである。日本の成長戦略が今
や、「アジア版ニューデイール」抜きには成り立たな
いということは、実は日本の成長戦略もまた、否応な

くアジアにおける地政学的再編成に巻き込まれつつあ
るということを意味しているのである。
　こうした意味で、地政学的には日本にとって最も関
係が深い北東アジアは、日本の成長戦略にとっても今
や不可欠な要素となりつつあるのだ（注12）。

（２）日本の地域発展と北東アジア
　次に、日本の地域経済もまたボーダレス化しつつあ
るということを指摘しておかなければならないであろ
う。まず日本の国内自体において、広域化・ブロック
化が進展している。都道府県間の人的流動状況をみて
みると、他県への移動を目的とするブロック内流動比
率がますます高まっている。
　こうした広域化・ブロック化が東・北東アジア諸国・
地域との繋がりを強め、さらにボーダレス化に結びつ
いているという点が重要である。例えば、居住地ごと
の日本人出国者状況をみてみると、地方部に居住する
日本人出国者のうち東アジア諸国・地域へ渡航した者
の占める割合は全国平均を大幅に上回っている。さら
に東・北東アジア諸国・地域へ渡航する人の増加状況
を三大都市圏と地方部で比較してみると、最近では地
方部が大都市圏を上回っており、地方部と東・北東ア
ジア諸国・地域との交流が活発化している。
　こうした日本の地方部と東・北東アジア諸国・地域
との交流ネットワークは国際分業の面でも窺える。例
えば地方部における貿易の状況をみると、中国・四国
および九州の各ブロックの輸出額に占める東・北東ア
ジア諸国・地域向けの輸出額の割合は、1990年には全
国平均を下回っていたのであるが、2003年を境に軒並
みにそれを上回るに至ってる。
　ところでこうしたボーダレス化を地域発展に結びつ
けるためにも、前述した「広域地方経済圏」の形成が
不可欠である。日本の経済社会は少子・高齢化による
人口動態的な変化に見舞われているが、その中でもと
くに地方の経済社会の停滞・衰退が懸念されている。
こうした中で、アジアの新興諸国を中心とする相互依
存関係深化を、（イ）日本の経済発展に結びつけ、（ロ）
しかも人口構造の変化による停滞・衰退からの脱却に
繋げていく―ためには、上記の広域化・ブロック化



－　－28－　－28

を東・北東アジア経済圏と連携した「広域地方経済圏」
に発展させていく必要がある。「広域地方経済圏」は、
他方では地域内市場と地域外市場との連携によって地
域経済の活性化を担っている「経済社会圏」と深く結
びついているからだ。つまり「広域地方経済圏」は、
アジア新興国の活力を日本の地域経済活性化に繋げる
ための媒介項に他ならないのである。

（３）国土軸の転換と北東アジア
　以上から明らかなように、日本の地域発展のために
は、北東アジア地域との関係を強めなければならない
が、その場合、国土軸の転換が不可欠である。
　国際関係が「多軸・多極構造」へと変容しつつあり、
しかも日本が立地する北東アジアがその重要な舞台と
なり始めている今日、その中での日本の位置づけと役
割もまた見直されなければならないのは当然である。
すなわち、「太平洋軸」が日本列島の国土軸として日
本の地域発展を担い、さらにそれをアジアの経済発展
に繋げるという日本のこれまでの地域発展戦略は、北
東アジアにおける新興国とりわけ中国や韓国の台頭
―こうした台頭は“雁行形態的発展”の結果可能と
なったのであるが、それを主導したのが他ならぬ日本
の「太平洋軸」であったという訳だ―によって既に
役割を終え、今日では抜本的に見直すことが求められ
ているのである（注13）。
　そして転換の方向としては、「太平洋軸」から「日
本海軸」さらには「北東アジア・汎アジア軸」への転
換が求められているのである。すなわちそれは、日本
列島における北東アジア軸は、朝鮮半島を経て北上し、
さらに中国東北地方に繋がり、「北東アジア起爆軸」

を形成する。さらにそれは、ロシア極東地域や北朝鮮
への「伝播軸」を通じて「北東アジア経済圏」形成を
促すことになる、というシナリオに他ならないのでる
（注14）。
　そこで“起爆軸”として北東アジア経済圏形成に深
く関わっている日中韓台四カ国・地域の相互依存関係
について次章で検討してみることにしよう。

Ⅱ　 日中韓台四カ国・地域の相互依存関係
　　 ― 貿易・直接投資・国際物流ネットワーク
を中心にして―

１．貿易関係（注15）

（１）依存度の強い日中韓三国間貿易関係
　北東アジア国際分業の中心をなす日中韓三カ国間の
相互依存関係から観ておこう。まず貿易について。三
国の貿易関係を貿易結合度―二国間貿易において結
合度が１を超えている場合、両者の結合関係が世界に
対する平均的水準よりも相対的に強いということを意
味しており、逆に１を下回っている場合には、両者の
結合関係が同じく相対的に弱いということである―
を観てみると、三国の結合関係はいずれも１を超えて
おり、三国域内の結びつきは域外に対するそれよりも
強いということが判明する。とくに日本の対中輸入、
中国の対韓輸入および韓国の対日輸入がそれぞれ強い
補完関係にあることが読みとれる。そのことは三国間
貿易収支動向にも端的に反映されている。すなわち、
日本の対中貿易赤字（但しこの場合には日本の対香港
貿易を除いている（注16））、中国の対韓貿易赤字さらに
韓国の対日貿易赤字がそれである（下図参照）。

日中韓の貿易構造（2008年）

日本

日本への輸出　 292億ドル

日本からの輸出 589億ドル

日本への輸出 1,161億ドル

日本からの輸出 1,240億ドル

中国 韓国

韓国への輸出   739億ドル

中国への輸出 1,121億ドル
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（２）台湾の参入による相互依存関係の変化
　ところで後述するように台湾は中国との経済協定に
よって急速に北東アジア国際分業に参入し始めてい
る。その点を考慮すると北東アジア相互依存関係は一
挙に流動化し始めるのである。例えば2008年における
中国の対韓・日・台貿易赤字額は対米国・香港貿易黒
字額によって補填されている。すなわち、対日赤字（346
億ドル）、対韓赤字（382億ドル）および対台赤字（774
億ドル）は対米黒字（1,709億ドル）と対香港黒字（1,778

億ドル）によって相殺されて始めて補填可能となって
いる（図表Ⅱ‒1参照）。従って今や日中韓の北東アジ
ア三国間相互依存関係だけでは問題の解決が困難と
なっているのである。
　しかも中国の対日・韓・台赤字総額は年々拡大して
いる。例えば2004年には赤字総額は1,065億ドルであっ
たが、2009年には1,471億ドルにまで拡大しているが
（図表Ⅱ‒1参照）、それと表裏の関係で対米収支の黒字
もまた急増している。すなわち、それは2004年の802

図表Ⅱ-1　中国の地域別貿易収支

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

輸出　総　　額
　　　日　　本
　　　米　　国
　　　香　　港
　　　韓　　国
　　　台　　湾
　　　ド イ ツ
　　　ロ シ ア
　　　モンゴル
　　　北 朝 鮮

輸入　総　　額
　　　日　　本
　　　米　　国
　　　香　　港
　　　韓　　国
　　　台　　湾
　　　ド イ ツ
　　　ロ シ ア
　　　モンゴル
　　　北 朝 鮮

収支　総　　額
　　　日　　本
　　　米　　国
　　　香　　港
　　　韓　　国
　　　台　　湾
　　　ド イ ツ
　　　ロ シ ア
　　　モンゴル
　　　北 朝 鮮

2,492
417
521
445
113
50
93
22
1
5

2,251
415
224
94
232
255
104
58
2
0

＋241
＋2

＋297
＋351
－119
－205
－11
－ 36
－1
＋5

2,661
449
543
465
125
50
98
27
1
6

2,436
428
262
94
234
273
138
80
2
2

＋225
＋21
＋281
＋371
－109
－223
－40
－53
－1
＋4

3,256
484
699
585
155
66
114
35
1
5

2,952
535
272
107
286
381
164
84
2
3

＋304
－51
＋427
＋478
－131
－315
－50
－49
－1
＋2

4.382
594
925
763
201
90
174
60
2
6

4,128
741
339
111
431
494
243
97
3
4

＋254
－147
＋586
＋652
－230
－404
－69
－37
－1
＋2

5,933
735
1,249
1,009
278
135
238
90
2
8

5,612
943
447
118
622
648
304
121
5
6

＋321
－208
＋800
＋891
－344
－513
－66
－30
－3
＋2

7,620
840
1,629
1,245
351
165
325
132
3
11

6,600
1,004
486
122
768
747
307
159
5
5

＋1,020
－164
＋1,143
＋1,123
－417
－396
－582
－27
－2
＋6

9,689
916
2,034
1,553
445
207
403
158
4
12

7,915
1,157
592
108
897
871
379
176
11
5

＋1,774
－241
＋1,442
－1,445
－452
－664
＋24
－18
－7
＋7

12,178
1,020
2,327
1,844
561
235
487
285
7
14

9,560
1,339
694
128
1,038
1,010
454
197
14
6

＋2,618
－319
＋1,633
＋1,716
－477
－775
＋33
＋88
－7
＋8

14,285
1,161
2,523
1,907
740
259
592
330
9
20

11,331
1,507
814
129
1,122
1,033
558
238
15
8

＋2,954
－346
＋1,709
＋1,778
－382
－774
＋34
＋93
－6
＋12

979

537
205

1,309

1,025
857

－330

－488
－652

単位：億ドル
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億ドルの黒字から2008年には1,709億ドルの黒字へと
拡大しているのである（図表Ⅱ‒1参照）。
　かくして北東アジア経済圏と北太平洋経済圏とは否
応なく融合の度合いを深めているのである。

（３）重層性を帯びた日本の対アジア貿易
　さらに日本の対アジア貿易の構造が重層性を帯びて
いるということもまた見落としてはならないであろ
う。上記日中韓三国間貿易における結合度の推移をみ
るために、1985年と97年にかけての輸出結合度の変化
を調べてみると、域内の輸出結合度は全体としては
1.3ポイントと変化してはいないが、日本のそれは1.2
ポイントから1.0ポイントへと低下している。その低
下は、日本がASEAN 4（注17）との輸出結合度を1.9ポイ
ントから2.3ポイントへと強めた結果を反映している。
このことは日本の輸出入に占める対中国・韓国貿易が
占めるポジションの推移からも裏付けられる。すなわ
ち、1985年から97年にかけての日本の輸出入における
対両国貿易のシェアは、中国からの輸入を除けば、軒
並み低下しているのである。
　要するに、日中韓三国域内の貿易結合度は確かに強
いのであるが、今後それがさらに強まるのかと云えば、
必ずしもそうとは云いきれない、というところに問題
が潜んでいるという訳だ。日本の貿易スタンスが、対
北東アジア貿易重視からアジアNIES（韓国・台湾・
香港・シンガポールからなる国・地域）やASEANを
含むより広域的な対東アジア貿易重視へとシフトし始
めているからである。その意味で、日本の対東アジア
経済関係が重層性―すなわち、一方で北東アジア経
済圏を指向しながらも、他方ではより広域的な東アジ
ア経済圏をも指向するという意味での重層性―とい
う性格を色濃く帯びているということもまた見落とさ
れてはならないであろう。

２．直接投資

（１）産業内貿易と域内直接投資
　次に、日中韓貿易は直接投資との関連性を強めてい
るということも見逃せないであろう。
　日中韓三国間貿易は垂直分業から水平分業へと移行

し、さらに水平分業についても産業間分業から産業内
分業へと変容しつつあるが、産業内分業を支えるのは
企業内および企業間分業であり、直接投資がカギを
握っているという訳だ。
　この点を明らかにするために、アジアにおける電気
機械産業のケースを取り上げてみよう（注18）。まず投資
相手国における、「電気機械産業における直接投資ス
トックの対輸出比率」と「電気機械産業における日本
との産業内分業進展度」との相関関係を観てみると、
韓国（注19）とマレーシアの場合を除いて、1990年から
97年にかけてアジアにおいてはいずれも、資本ストッ
クが大幅に増加した国ほど産業内貿易指数の上昇巾も
大きいという関係が読みとれる。
　次に注目すべきは、電気機械産業において検証され
たことは、日中韓三国の域内貿易全体についても当て
はめることができるということだ。産業全体について
は、とくに日中および日韓貿易においてそうした傾向
が表出しており、技術集約型産業に関しても、とくに
日中および韓中貿易において同様の傾向が観られる。
さらに注目すべきは、北東アジアとくに中国における
1995年以降の機械類の目覚ましい競争力強化が、やは
り95年以降の日中間における技術集約型産業での産業
内貿易の著しい進展に対応しているという点である。 
　以上のことは、北東アジア域内において貿易依存度
を引き上げるためには、直接投資とりわけ域内投資の
拡大が不可欠だということを物語っている。

（２）域内投資の立ち後れ
　ところが、日中韓三国域内投資は域内貿易に比べて
大きく立ち後れている。例えば三国の域内貿易比率は
2000年には20％近くに達しているが、域内投資比率は
その水準を遙かに下回る５％強に過ぎない。そのこと
は域内投資の低調さにも表されている。域内投資受け
入れ国である中国と韓国に対する日本の関係をみる
と、中国、韓国の投資受け入れシェアは、アメリカお
よびEUなど域外諸国のシェアが拡大する反面、日本
のシェアは低下傾向を辿っているのである。その結果、
三国における直接投資ストックは決して高い水準にあ
るとは云えない。直接投資ストックをGDP比でみる
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と、1995年の中国の場合を除き、他の先進国やアジア
諸国と比べて相対的に低水準に止まっている。
 
（３）域内直接投資拡大の可能性
　では、域内直接投資拡大の可能性はあるのか。結論
的に云えば、その可能性は大いに存在している。中国
へ進出している日系企業と韓国系企業及び韓国企業に
対して総合研究開発機構（NIRA）が行ったアンケー
ト調査（注20）によれば、中国に対する進出理由として
三者（日系企業・韓国系企業・韓国企業）が一様に第
一に挙げているのが「潜在的な市場規模」である。次
いで指摘されているのが、日系企業の場合は中国政府
の投資優遇政策の今後の改善の可能性であり、韓国系・
韓国企業については中国における低廉・豊富な労働力
の存在である。
　要するに日韓企業の対中国進出要因は、市場性、低
生産コストそして中国政府の政策如何という三つに
整理される。これらのうち、（イ）市場性については、
その潜在力は大きくしかも既に顕在化し始めている、
（ロ）低生産コストについても内陸部という広大な後背
地が存在することを考慮すれば、かなり長期にわたっ
て持続する可能性がある、（ハ）政府の政策のあり方に
関してはWTO加盟を機に貿易・投資政策の大幅な自
由化に向かいつつある―という諸点を考慮すれば、
日本企業および韓国企業の中国進出は今後一層拡大す
ることが見込まれよう。その結果、北東アジアでは日
中韓企業間においても「ビジネス・ネットワーク」と
りわけ物流ネットワークの形成がクローズアップされ
てきているのである。

３．国際物流ネットワーク

（１）「ランドブリッジ」構想（注21）

　物流ネットワークによるビジネス・ネットワークや
地域経済圏形成の動きは中国とインドシナ半島諸国と
の間で急速に進展しているが、それだけではない。そ
れは、中国東北地方と北東アジア諸国との関係におい
ても蠢動し始めている。いわゆる「ランドブリッジ」
構想である。
　「ランドブリッジ」構想とは何か。それは、大きく

分けると、中国大陸横断鉄道活用構想とシベリア鉄道
経由構想の二つからなる。
　①中国大陸横断鉄道活用構想
　中国大陸横断鉄道活用構想とは何か。それは、北九
州地方から釜山を経由し、さらに大邱・ソウル・開城・
平壌・新義州・丹東を経て、中国大陸横断鉄道に接続
するという「京義線」ルートである。このルートの重
要性は、その中に開城（ケソン）を擁しているという
点にある。ケソン工業団地は、韓国の現代グループが
１兆円の巨費を投じて、2012年を目途に北朝鮮最大の
工業団地を開発している地域であるからだ。同団地は、
規模が大きいというだけではなく、やはり韓国の大宇
グループが開発した南浦工業団地とともに、北朝鮮経
済の生命線となる可能性を潜ませている。北朝鮮経済
にとってそれは、同国が自国の命運を賭けて取り組ん
でいる「北朝鮮版輸出主導成長」の成否を文字通り握っ
ていると云っても決して過言ではないのである。
　かくして中国もまた中国大陸横断鉄道活用構想には
熱心であり、資源開発を中心に、北朝鮮に強い関心を
抱いているのである。
　②シベリア鉄道経由構想
　後者のシベリア鉄道経由構想に移ろう。それはさら
に二つのルートからなる。一つは、日本の北陸・新潟
地方からボストーチヌイ・ウラジオストック地域を経
てシベリア鉄道に接続するルートである。もう一つは、
朝鮮半島経由ルートである。しかもこの朝鮮半島経由
ルートも二つのルートが計画されている。一つの計画
は、日本の北九州地方から釜山を経て、さらに江陵・
高城・元山・ハサンを経由し、シベリア鉄道へ接続す
るという「京元線」ルートである。いま一つの計画は、
やはり北九州地方から釜山を経て、さらにソウル・開
城・平壌・元山・豆満江・ウラジオストックを経由し、
シベリア鉄道に接続するという「京義線」活用ルート
である。ところでこの二つの計画を含んだ朝鮮半島・
シベリア鉄道経由計画にはロシアの朝鮮半島への地政
学的関心および利益が色濃く投映されている。そこで、
この計画を熱心に推進しているのは、云うまでもなく
ロシアである。その意味でそれはロシアによる朝鮮半
島への天然ガス供給構想（サハリンガス田→ウラジオ
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ストック→元山→釜山→北九州というルートを通じて
の「サハリン―北九州パイプライン構想」）とも陰に
陽に関わっていると伝えられている（注22）。云うまでも
なく、エネルギー不足に悩む北朝鮮としても、「サハ
リンガス田―北九州パイプライン構想」は極めて魅
力的な構想であるに違いない。

　かくして、「ランドブリッジ」構想に関しては、そ
のあり方次第で朝鮮半島の発展と安全保障が左右され
る以上、北朝鮮・韓国の両国が強い関心を示している
のに加え、中ロも水面下で激しい綱引きを行っている
のである。

（２）「現代版シルクロード」構想と東北振興
　ところで、上記の中国大陸横断鉄道活用構想は、「現
代版シルクロード」構想にも関わってる。「現代版シ
ルクロード」すなわちCLB（China Land Bridge）と
は、中国の江蘇省・連雲港を起点とし、途中の中央ア
ジア諸国を経由して、オランダのアムステルダムを終
点とする総延長10,900㎞の壮大なランドブリッジ構想
である。ただしそれは今日では単なる構想に止まらず
具体化し始めている点が注目される。すなわち、アジ
ア開発銀行が計画し主導することによって、中国・中
央アジアを舞台としアジアとヨーロッパとを結びつけ
る新たな回路として、約200億ドルを投じて、2018年
を完成年度として誕生しようとしているのがそれであ
る。（なお、新華社伝によれば、2007年10月９日、中
国・連雲港―ロシア・モスクワ間の国際鉄道コンテ
ナ輸送が開始されたとされる。それにより、「新ユー
ラシア・ランドブリッジ」を経由してのコンテナ直接
輸送がヨーロッパにまで伸びることになったとされ
る（注23）。）
　さて問題は、中国版ランドブリッジ構想が現在中国
政府が進めている「東北振興」とは今のところ繋がっ
てはいないということだ。しかしながら、他の地域開
発と同様に東北振興もいずれはボーダレス化する可能
性を秘めている以上、それは北東アジアにおける物流
ネットワークのあり方と遅かれ速かれ関わってくるも
のと想定される。とくに朝鮮半島の動向次第では、前

述した中国大陸横断鉄道活用型ランドブリッジの中軸
をなす「京義線」ルートが極めて重要な意味を持って
くるのである。
　中国の「ボーダレス成長」論（注24）から云っても明
らかなように、北東アジアにおける物流ネットワーク
のあり方とりわけ「京義線」ルートの整備・開通は、
ある意味では中国自体にとっても―況や当該地域で
ある東北三省から観ればなおさらのことだが―、き
わめて重要な課題であるに違いない。北東アジアは、
いわゆる朝鮮半島問題を抱え、ここ暫くは安全保障上
の不安定性と脆弱性とを免れないとしても、潜在的な
経済力の大きさや地政学的な重要性から観ても、アジ
アの発展と安定性にとって不可欠な地域であると位置
づけられるからだ。

　ところで中国は、インドシナ半島諸国との間で、物
流ネットワーク整備をテコとしてボーダレスなビジネ
ス・ネットワークを形成しかつその延長線上で国境を
越えた経済圏形成に向けて、積極的に活動している。
しかもそれは、今や中国経済の発展戦略とくに地域経
済の発展戦略の一環に組み込まれ始めているのであ
る。さらにこうした中国の地域発展戦略は、中国東北
地方においても伏在しており、朝鮮半島情勢次第では、
同国にとっての「後背地」である北東アジアにおいて
も、東南アジア同様本格的に作動し始める可能性は決
して小さくはない、と観ておかなければならないであ
ろう。
　かくして中国は、新地域発展戦略（注25）を展開する
ことによって、「ボーダレス成長」の可能性をますま
す強めており、それを通じて自国の潜在成長力を一層
引き上げる可能性を有しているのである。

Ⅲ． 日中韓台FTA（Free Trade Agreement）/EPA
（Economic Partnership Agreement）構想

１．先行する日韓FTA協定（注26）

（１）日韓FTAの意義
　北東アジアにおいてもFTA締結の動きが始まって
いる（注27）。そうした中で、日韓FTA交渉が注目される。
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平均関税率は2.9％であるために（注32）、両国関税率を
ゼロにした場合、韓国の対日輸出拡大幅よりも日本の
対韓輸出拡大幅の方が大きくなり、韓国の対日貿易の
赤字幅はさらに拡大する可能性が強いのである。従っ
て、日韓FTA協定締結直後には韓国の対日貿易赤字
は、一時的に38億ドルから60億ドル程度増加するとの
予測もなされている（注33）。
　しかしながら他方では、日韓FTAによって第三国
に対しては、関税その他の障壁が据え置かれる結果、
第三国からの輸入は減少するという貿易転換効果が働
くことによって、韓国の対世界貿易収支は改善効果を
享受し得るということも見落とせない。その結果、長
期的には全体としての韓国の貿易収支は改善するもの
とみられている（注34）。
　②動態的効果
　では動態的効果とは何か。それは直接投資の拡大な
どによる間接的な貿易拡大効果である。後述するよ
うに、日韓FTAは単なる「自由貿易協定」ではなく、
包括的な経済協定である点にむしろその意義が認めら
れる。つまりそれによって日韓市場の一体化が進展す
ることになり、直接投資の大幅な拡大及びそれを背景
とする日韓企業連携の本格化が期待される。そのこと
は既に進展している両国間の産業内分業を加速させる
ことによって両国間貿易の一層の拡大にも繋がるとい
うことは云うまでもないであろう。
　以上の直接的・間接的効果によって、GDPも長期
的には、韓国で最大８％、日本で最大10％の押し上げ
効果が期待できるとの予測もなされている（注35）。

２．日中韓FTAの課題

（１）日中韓FTA構想の意義
　さらに日中韓三国間におけるFTA構想も浮上して
きた。すなわち北東アジアFTA構想がそれである。
既に述べたように（第Ⅱ章第１節［1］参照）、日中韓三
カ国貿易はそもそも相互補完性を有している。その意
味で、日中韓FTAは三カ国貿易の一層の発展に繋が
ることは十分予想されることだ。
　だが、三カ国間FTAは二国間FTAとは異なる側面
を持っているということに留意しなければならない。

伝えられるところによれば、そもそも2005年締結を目
指して2004年早々にも日韓両国の間で政府間協議が始
まるとのことであった（注28）。だが韓国の対日貿易が大
幅赤字を続けている中での対日交渉は容易ではなかっ
た。しかしながら韓国の製造業の競争力強化を背景に
して、両国間に交渉の気運が最近に至ってようやく強
まってきている。
　両国政府間で協議されると想定される分野は、（イ）
一般規則と紛争解決、（ロ）モノの貿易（関税交渉）、（ハ）
非関税措置、（ニ）サービス貿易と投資、（ホ）政府調達
や知的財産権、（ホ）相互協力（貿易・投資促進）―の
六分野であるとされる（注29）。両国が協定締結に至れば、
関税がゼロとなる結果、人口１億7,000万人、GDP４兆
6,000億ドルの単一市場が北東アジアの一角に忽然と現
れることになる。それだけではない。両国政府は既に
投資協定を締結済みであるために（注30）、それに沿って
FDI（Foreign Direct Investment）に係わる取り決め
―知的所有権の保護や基準・認証などFDI拡大にとっ
て必要な政策の調整や施策の取り決め―も今後具体
化するものとみられる。しかも日韓FTAは最終的には、
こうした貿易・投資に係わる協定だけではなく、さら
にヒトの移動の円滑化なども含む包括的な協定となる
可能性が強いものと想定される。

（２）日韓FTAの効果
　①静態的効果
　日韓FTAの効果は静態的効果と動態的効果に分け
られる。まず前者の静態的効果とは何か。それは貿易
拡大効果であり、いわば直接的な効果である。さら
にそれは貿易創出効果と貿易転換効果からなる。両国
で比較優位が明確な分野では輸入品の国内価格が低下
するために輸入が拡大する。これが貿易創出効果であ
る。両国間では、韓国からは、日本で比較的高い関税
が残っている衣類や雑貨品さらに水産物の対日輸出が
拡大し、逆に日本からは、高度な機械類や金属加工製
品の対韓輸出が増加するものとみられる（注31）。
　だが、この貿易創出効果は結果的には韓国の対日貿
易赤字拡大に繋がる可能性を孕んでいる。韓国の対
日平均関税率は7.3％であるのに対して、日本の対韓
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それは二国間FTAとは質的に異なる問題を北東アジ
アに対して提起しているからだ。二国間ベースの日韓
FTAに中国も加えることによって、三国間ベースに
発展させることに成功すれば、“線”としてのFTAは
“面”つまり北東アジア地域としてのFTAへと質的に
発展することを意味するという訳だ。北東アジアにお
けるビジネス・ネットワークの形成にとって、“面”
としてのFTAは極めて重要な役割を果たすのである。
従って、二国間レベルでのFTA交渉とともに三国間
レベルでのFTA論議を深めていくこともまた必要で
あろう（注36）。

（２） 「北東アジア経済圏」に向けての日中韓FTA構想
　上述した日中韓FTA論からも解るように、FTAが
北東アジアにおいて意味を持つのは、それが同時に
EPA（Economic Partnership Agreement）― すなわ
ち北東アジアにおける貿易・直接投資をはじめとする
ビジネス・ネットワークに必要な地域協力-の拡大に
結びつく可能性を伏在させているからである。つまり
それが、企業のビジネス・ネットワーク形成を促すと
いう役割を担っていることが重要なのだ。そうした観
点に立って、日中韓FTAを構想すると、それは、一
般に考えられているような関税引き下げによる貿易の
自由化だけを目的とするのではではなく、むしろ（イ）
企業の投資活動の共通ルール化、（ロ）知的所有権の擁
護のためのルールづくり、（ハ）取引及び慣行における
基準・認証の共通化、（ニ）ビジネス環境及びネットワー
クの発展、（ホ）金融・通貨・為替システムの安定化、
（ヘ）そして環境・エネルギー協力―などを通じて、「北
東アジアビジネス経済圏」の形成支援を目的としたも
のでなければならない、ということになる。そもそも
「北東アジアビジネス経済圏」とは、北東アジアにお
けるビジネス・ネットワークの形成を促し、それを通
じて域内直接投資を活発化させ、域内産業内分業を加
速させる役割を担ったものであるからだ。その意味で
日中韓FTAとは、FTAにおける上記の動態的効果の
発揮を通じてビジネス経済圏形成に貢献しさらにそれ
をEPAを通じて「北東アジア経済圏」へと発展させ
ることを目的としたものでなければならないというこ

とになるであろう。
　以上の観点に立って日中韓FTA/EPAの課題を考え
ると、以下の通りである。
　第 一は、北東アジア域内における貿易・投資・労働
力移動の自由化である。

　第二は、域内における共通投資ルールの策定である。
　第 三は、知的所有権の保護のための域内共通政策づ
くりである。

　第 四は、電子商取引及び環境規制を含めて商取引お
よび商慣行における基準・認証・資格などの域内
共通化を計ることである。

　第 五は、域内におけるビジネス環境およびビジネス・
ネットワークを発展させることである。

　第 六は、ビジネス・システム及びビジネス・モデル
における域内互換性強化である。

　第 七は、域内金融・通貨・為替システムにおける安
定化である。

　第 八は、域内における環境・新エネルギー技術開発
である。

　そして最後は、域内の経済・社会システムにおける
浄化と透明化である。

３．ECFA（「中台経済協力枠組み協定」）の締結

　ところでこうした日韓・日中韓FTA交渉の可能性
が取り沙汰される一方で、2010年６月29日、中国・台
湾の間でECFA（Economic Cooperation Framework 
Agreement［中台経済協力枠組み協定］）が締結され
た。その結果、中国側は539品目（注37）の関税を優先的
に引き下げる、台湾側は267品目（注38）の関税を順次撤
廃していく―ということになった（図表Ⅲ-1参照）。
　その結果、北東アジア貿易は三つの点で重要な転換
を迎えるであろう。第一は中台両者間の貿易拡大であ
る。双方の関税引き下げによって、中台両者の貿易は
大幅に拡大することが予想されるが、台湾側に有利な
協定内容から観ても、台湾の対中国向け輸出は飛躍的
な拡大を遂げる可能性を秘めていると云えよう。
　第二には台湾の対中貿易拡大によって、韓国・日本
の対中輸出に対する台湾の代替効果が発揮されるであ
ろう（注39）。
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　最後に、中国の対台湾貿易赤字の一層の拡大に伴い、
中国はその補填を何処に求めるのかという問題が生じ
てきている。それを対米貿易の黒字拡大に求めるとい
うのであれば、北東アジア経済圏と北太平洋経済圏の
融合は一層進展することになるであろう。

　こうした内容を持つ日中韓さらには日中韓台FTA
構想は、北東アジアにおける国際分業の発展に深く関
わっている以上、日中韓企業はそれに対して積極的に
対応する必要があるということは云うまでもないであ
ろう。そればかりではない。さらにそれが日本経済の
再生をも大きく左右するものと考えられるので、日本
企業とくに集積地域企業としてもそれに対して無関心
であってはならないであろう（注40）。
　とくに後者の点については、項を改めて考察してお
こう。

４． 日本企業の環境・新エネルギー技術競争力と日中

韓台EPAネットワーク 

　上記の問題―すなわち、日中韓台FTAが日本経済
の再生にどのように関わっているのかという問題―
を考察する上で、日本企業を取り巻く競争条件とりわ
けグローバル市場における競争条件の変化とその中で
の日本企業の置かれた状況をまず観ておかなければな
らないであろう。

（１）グローバル市場の発展と日本企業の後退
　①  新興国企業の台頭と日系グローバル企業の地位

低下
　日本企業が得意とした電気・電子製品、自動車部品
などいわゆる成長製品はグローバル市場においても急
速に伸びてきているということをまず指摘しておかな
ければならないであろう。例えば2001年を100とした
場合、2007年にはDVDプレーヤは凡そ350、DRAMメ
モリーは300近く、カーナビは凡そ250そしてリチウム
イオン電池は450近くへと急上昇しているのである。
　だが皮肉にもこうした成長商品の伸びと反比例して
日本の世界市場シェアは急速に低下しているという事
実もまた覆い隠すことはできないようだ。DVDプレ
イヤーについては、日本の世界シェアは1997年には
90％以上であったが、2006年には20％以下に急減し
ている。DRAMメモリーも日本のシェアは1988年の
74％から2006年には10％以下へと低下している。カー
ナビも2003年には凡そ100％であったが2007年には早
くも20％近くに急落している。加えて液晶パネルも
1997年の凡そ80％が2005年には凡そ10％へと落ち込ん
でいる。最後に残された期待のリチウムイオン電池す
ら2000年の90％超えから2008年には50％近くにまで低
落しており、早くも前途多難を窺わせている。
　そして後退する日本企業に取って代わって伸びてき
たのが、パソコン、薄型テレビ、携帯電話など電子機
器や自動車、造船、プラントなど先端産業に携わる韓
国企業（注41）、中国企業（注42）さらには台湾企業（注43）な
どを中心とするアジアなかんづく北東アジアの新興国
企業群である。
　環境製品貿易についても、アジア新興国企業の台頭（出所）　日本経済新聞2010年6月30日より。

図表Ⅲ-1　中台が決めた主な関税下げ品目

▼中国（539品目、2009年の台湾からの輸入額の16.1％）

農水産品
（18品目） 活魚、バナナ、冷凍魚、緑茶など

石油化学製品
（88品目）

ポリプロピレン、ポリスチレン、塩化
ビニール、キシレン、界面活性剤、潤
滑油など

機械
（107品目）

工作機械、プレス機械、印刷機械、繊
維機械、熱処理機械、機械部品など

繊維
（136品目）

綿布、合成繊維、ニット、水着、下着、
タオルなど

自動車部品など
（50品目） 自動車部品、自転車・同部品

その他
（140品目）

鋼材の一部、セメントの一部、ゴルフ
用品、金型、液晶パネル用ガラス、自
動車・自転車用タイヤ、カメラ、デジ
タルカメラ部品、リチウムイオン電池、
放電管など

▼ 台湾（267品目、2009年の中国（香港含む）からの輸
入額の10.5％）
石油化学製品

（42品目） 燃料油、酢酸、界面活性剤など

機械
（69品目）

圧縮機、送風機、シリンダー、機械部品、
熱処理機械、印刷機械など

繊維
（22品目） 綿布、合成繊維、不織布、合成皮革

その他
（134品目）

ベビーカー・同部品、自転車・同部品、
芳香剤、ボール、金型、バス・自転車
用タイヤなど
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が顕著である。太陽光パネル、蓄電池など世界の環境
製品貿易はこの５年間で倍増している。だがその間、
日本の地位は第１位から第４位に低下しており、それ
に代わって中国が第４位から第２位へと躍進している
のである。
　②部品・素材企業の後退
　しかも日本のグローバル企業とくにアセンブラーの
国際競争力低下は、単にそれだけに止まらず日本の国
内企業とりわけ中小企業・地域企業を主体とする部品・
素材企業における競争力後退とオーバーラップしてい
る点が重要である。これまで部品・素材に関しては日
本企業が韓国・中国企業に対して圧倒的に優位な立場
に立っていると観られてきたが、今や両者の関係は逆
転しつつあるからだ。
　すなわち、主として部品・素材からなる中間財貿易
の動向をアジアにおける電気機械に焦点を当てて観て
みると、二つの特色が浮かび上がってくる。一つは、
アジア内における電気機械の中間財、最終財貿易にお
ける中心的な地位は、今や日本から中国・香港に移行
しているのである。例えば、中国・香港からの欧米向
け中間財輸出は2008年には1,244億ドルと日本の274億
ドルの５倍以上の規模に達している（注44）。二つには、
韓国の台頭―とくに中間財輸出における台頭―が目
覚ましいということだ。これまた例えば、1998年から
2008年にかけての韓国の中国・香港向け中間財輸出の
推移を観てみると、それは10.9倍に拡大している（注45）。
　以上二つの特色は、逆に云えばアジアでの中間財・
最終財貿易における日本の地位低下を伺わせている。
それは以下の諸点で伺い知ることができよう。（イ）
まず中国への中間財を輸出している東アジアの主な
国・地域について観てみると、1990年代には、日本か
らの輸出が他の国・地域に比べて２倍以上であったが、
2000年以降、ASEAN諸国、韓国、台湾などが日本に
急速にキャッチアップしている。（ロ）次にASEANへ
中間財を輸出している国・地域をみると、最大の輸出
国であった日本は、1998年にASEAN域内輸出に抜か
れ、さらに急拡大する中国に抜かれようとしている。
（ハ）さらに最終財の欧米向け輸出をみると、中国は
WTO加盟年である2001年に日本を上回り、2008年に

は4,661億ドルと日本の５倍近くの規模に達している
（注46）。（ニ）最後に東アジアの消費センターとしての日
本の地位を観てみると、2008年には、日本の最終財輸
入額が1,075億ドルである中で、ASEANが1,093億ドル
と日本を抜き、さらに中国が1,027億ドルと日本を凌
駕しようとしている（注47）。
　③“逆輸入”の発生
　最後に“逆輸入”問題の発生も無視できない。
　日本の現地法人の販売先について業種別に観てみる
と、電気機械や一般機械については、「自国内販売」（進
出地域内販売）と「日本国内販売」および「第三国向
け輸出」がほぼ均衡しているのに対して、輸送機械に
ついては、「自国内販売」が圧倒的に大きな比重を占
めている。しかしながらわれわれは、電気機械につい
ては「日本向け輸出」すなわち日本から観れば“逆輸
入”が最も伸びているということに注目しておかなけ
ればならないであろう。こうした海外進出における「ビ
ジネス・モデル」は自動車産業にも波及する可能性が
伏在しているからである（注48）。

　元来日本企業が最も得意としてきた電気・電子産
業や自動車関連部品の分野におけるこうした後退は、
個々の業種を超えたところにその原因が横たわってい
るものと観られるが（注49）、ここではそのことが日本の
地域産業や企業に対して如何に深刻な問題を提起して
いるかを指摘しておかなければならないであろう。

（２）地域企業・産業集積地域への影響
　その原因が何であれ、セットメーカーのグローバル
競争における行き詰まりは、その傘下にある部材・装
置関連産業にとっては、（イ）新興工業企業との果てし
なき生産コスト競争、賃金低迷による従業員離れ―
に因り結局自らの事業の行き詰まりに繋がるのであ
る。
　その結果、産業集積地域の事業所数は急速に減少
している。例えば東京都の大田区の場合には、1983
年には約9,000事業所あったのが、2008年には約4,000
事業所へと半分以下に減少したとされており、また
大阪府の東大阪地域では、1997年の約1万2,000事業
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所から2007年には約8,000事業所へと減少したとされ
ている（注50）。
　にもかかわらず日本企業とくに「グローバル企業」
は日本脱出の可能性をますます強めている。例えば経
済産業省のアンケート調査に拠れば、日本の製造業
287社のうち、生産機能の海外移転を検討していると
答えた企業数は90社に及び、移転しないと答えた企業
数84社を超えている。しかもそのうち38社は研究開発
機能すら海外移転を検討しているとのことであった。
　こうした日本企業の“日本離れ”の背景には、グロー
バル企業が日本の“拠点機能”に対する評価を急速に
低下させているという産業立地上の問題が横たわって
いるということも見落とせないであろう。

（３）「空洞化」問題
　グローバル競争の下での日本企業後退の影響は、単
に企業・地域レベルに止まっている訳ではない。さら
にそこに、日本企業の海外生産へのシフトという問題
が加わり、いわゆる「空洞化」問題を惹起していると
いうことも看過されてはならないであろう。
　まず日本企業とくに製造業企業の海外生産の影響を
概観しておこう。製造業の海外生産の影響を試算した
結果としては、第一生命経済研究所が行った試算が挙
げられる（注51）。それによれば、2008年度で35兆6,000
億円の国内生産が減少しているとされる。つまり、「輸
出誘発係数」から、「輸出代替効果」および「逆輸入
効果」の和を差し引くと、つまるところ35兆6,000億
円の国内生産を減らす結果となっている、という訳だ。
しかもこうした国内生産縮小効果は年々大きくなって
きているということも見落とせないのである。
　こうした生産縮小効果が如何に深刻かということ
は、出荷額や雇用に与える影響を観ると、容易に理解
できよう。2008年の国内製造業出荷額は334兆円であっ
たので、35.6兆億円が海外生産によって減少したとい
うことは、国内出荷額の約１割分が喪失したというこ
とを意味している（注52）。さらに雇用機会の喪失がそこ
に加わる。33.6兆円分の国内出荷額は雇用者数では96
万人分に相当する訳だから、製造業就業者数約1,000
万人の凡そ１割が本来ならば得ていた筈の雇用機会を

失った、ということになる（注53）。生産・雇用における
こうした喪失は、いわゆる「空洞化」と呼ばれる現象
に他ならないのである。
　しかもこうした「空洞化」は、日本の製造業におけ
る海外生産の一層の進展に因り、今後さらに深刻化す
るものと観ておかなければならないであろう。例えば
国際協力銀行調べによれば、製造業企業の海外生産比
率は軒並み上昇傾向を辿っているとされる。全業種
では2002年度29.3％が2008年度34.5％に上昇しており、
中でも自動車（41.4％から51.9％へ）、電機・電子（36.3％
から41.0％へ）、繊維（22.3％から38.3％へ）などの上
昇が著しいのである（注54）。従ってこれらの業種を中心
にして製造業においては「空洞化」は一層深刻化する
ものと観ておかなければならないであろう（注55）。

　かくして、日本企業とりわけ製造業大企業を中心と
するグローバル化は不可避である。だがそのことに
よって地域企業及び産業集積地域は云うに及ばず、日
本経済自体もますます窮地に追い込まれる可能性があ
る、ということもまたわれわれは看過してはならない
のである。

（４）選択肢は何か―日中韓台FTA/EPAの提唱―
　では日本企業とくに地域企業・産業集積地域として
の打開策は何処に求め得るのか。結論としては、新興
国との市場確保・競争力強化両面での提携・連携以外
にないと考えられる。とくにアジアにおける新興国な
かんずく北東アジア新興国すなわち韓国・中国・台湾
との関係が最も重要であると想定される。 
　その際、日本企業が有している環境・エネルギー技
術開発の面での競争優位性を如何に効果的に発揮し得
るのか、という点を考慮すれば、打開策はまずイノベー
ションなかんづく環境・新エネルギー技術開発を基軸
とする日中韓台EPAに求めるべきであろう。
　地球環境問題とりわけCO₂排出問題と石油危機を背
景とするエネルギー問題の深刻化を背景にして、環境・
新エネルギー開発がイノベーションの中心課題として
グローバル世界に登場してきたが、幸いなことに日本
の企業はこの問題については少なくとも今までのとこ
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ろ世界の中でも最も優れた業績を残している。
　例えば、粗鋼１トンを製造するのに必要なエネル
ギーに関しては、日本を100とすると、中国123、アメ
リカ130、ロシア143と日本の省エネルギー率が圧倒的
に高いのである（注56）。
　また日本の石炭火力発電所の熱効率は43％と世界で
トップであるとされれている（注57）。さらに蓄電池の
市場占有率は48％、発光ダイオードは44％と世界１を
誇っており、太陽光パネルについても18％と中国に次
いだ地位を占めているとされている（注58）。
　このように、少なくとも21世紀初頭における世界的
なイノベーションの中心課題である環境・新エネル
ギー技術開発において、日本の産業界なかんづく日本
企業が世界の先頭を切って走っているということは、
日本企業がグローバル競争の中で今後も重要な役割を
果たす上での選択肢が果たして奈辺にあるかを端的に
示してくれていると云えよう（注59）。
　従って、地域企業や産業集積地域もまたこうした環
境・新エネルギー技術に全力を挙げるとともに、日
本としても、環境・新技術開発を重視しているEPA
（Economic Partnership Agreement）の締結をFTA
と並んで北東アジア経済圏の重要な課題とすべきであ
ろう（注60）。

Ⅳ．日本海地域の新展開と新潟県の新拠点性論

　以上に述べたような北東アジアにおけるパラダイム
転換の下で、日本海沿岸地域もまた新たな展開が求め
られている。その意味で新潟県もまた従来の拠点性論
から、新拠点性論への転換が求められているのである。
すなわち、これまでの拠点性論を“バージョンⅠ”と
するならば、新拠点性論は“バージョンⅡ”と呼ぶべ
きである。そうしたバージョン・アップについて最後
に述べておこう。

１．クロスオーバー型クラスターネットワークの形成

（１） 日本海地域における広域地方経済圏の形成と連
携

　まず日本海沿岸地域における「広域地方経済圏」（注

61）の形成・連携を計る必要があろう。上述したよう
に、日本海沿岸地域にとって、「ランドブリッジ」とは、
「日本海クロスオーバー型ランドブリッジ」―すなわ
ち、日本海上において、「ランドブリッジ・ネットワー
ク」と、北太平洋物流ネットワークを通じての「オー
シャン・ネットワーク」とをクロスオーバーさせるこ
と―を意味しているのである（注62）。云うまでもなく
そのことは、日本海物流ネットワークが新局面を迎え
ているということを示唆している。それは「日本海時
代」到来の予兆でもあるということだ。そうした中で
は、「日本海発展軸」は、日本の国土政策だけではな
く、北東アジア発展軸のあり方にも深く関わっている
のである（第Ⅰ章第２節［3］参照）。その意味で日本海
沿岸地域における「広域地方経済圏」が果たす役割は
極めて重要である。だとすれば、日本海沿岸地域にお
ける「広域地方経済圏」の形成とそれを促進するため
の連携・提携もまた不可欠となるであろう。
　その場合、まず「北九州経済圏」と「北陸経済圏」・
「新潟地域」との連携・提携が必要である。何故なら
ば、（イ）「北九州経済圏」は、日本海海上において、「ラ
ンドブリッジ・ネットワーク」と、北太平洋物流ネッ
トワークを通じての「オーシャン・ネットワーク」と
のクロスオーバー地点の有力な一つを既に手中に収め
ているという意味で、日本海沿岸地域において圧倒的
な地政学的有利性を誇っている、（ロ）「北九州経済圏」
と「北陸経済圏」・「新潟地域」との連携・提携はこう
した有利性を日本海沿岸地域全体に均霑させる上で不
可欠である、（ハ）三経済圏の連携・提携による相乗効
果によって、有利性自体をさらに高めることが可能に
なる-からだ。かくして、三経済圏の連携・提携は、「ラ
ンドブリッジ・ネットワーク」と「オーシャン・ネッ
トワーク」の融合・統合を通じて北東アジア経済圏（ひ
いては東アジア経済圏）のみならず北太平洋貿易なか
んずく対米貿易の発展にも大きく寄与することが期待
されるのである。その結果、アジア太平洋地域におけ
る経済連帯関係もまた深化することになるのは当然で
あろう。
　さらに新潟県は、他方で「東北経済圏」との重層的
な提携関係もまた求められている。日本海沿岸地域の
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中でも、東北地方はそもそもロシア極東とは距離的に
は最も近い関係にある。両者は文字通り「対岸」に位
置するからだ。こうした地理的な有利性を背景にし
て、東北地方の有力港がロシア極東の有力港とくにボ
ストーチヌイ港との航路開設・発展に対して積極的に
動いている。従って、「ランドブリッジ」の担い手は、
単に「北九州経済圏」と「北陸経済圏」・「新潟地域」
だけではなく、「東北経済圏」もまたそれに係わって
いるのである。その意味で、新潟県と「東北経済圏」
との間に重層的な提携関係もまた必要とされていると
いえよう。
　日本海沿岸地方のほぼ中央に位置し、しかも他方で
は日本海沿岸地方の中では太平洋沿岸地方の中軸をな
す首都圏とも最短距離にあるという立地条件上の優位
性を考慮すれば、以上のような重層的な提携関係を
コーデイネートする上で、新潟県は最も最適な位置
―と同時にそれは責任ある位置でもあるが―を占め
ているということをまず指摘しておかなければならな
いであろう。

（２）関越クラスター構想の意義
　①構想の意義
　さらにわれわれは、次の諸点をも確認しておかなけ
ればならない。すなわちそれは、（イ）日本企業独自な
グローバル戦略すなわち「エコ・カー」戦略を踏襲し
つつも、（ロ）「垂直的・階層的相互連関ネットワーク」
に支えられた「垂直統合型集積」から「水平的・機能
的相互連関ネットワーク」に依拠した「広域連携型集
積」へと転換する、（ハ）そして（イ）・（ロ）を背景に
しながら北九州方式すなわち輸出基地型統合機械産
業集積をさらに日本海地域にまで伸延させる―とい
う観点に立って新しいクラスターを構想することであ
る。その点でとくに重要なのは、「日本海発展軸」で
ある。日本経済の再生は、地域活性化の重点を、これ
までの太平洋地域および“東京”を基軸とした発展論
つまり「一軸・一極」型発展論から、新たに日本海地
域における発展―しかもその発展は脱炭素社会に向
けての生産技術体系を再構築しそしてそれを北東アジ
ア、東アジアさらには汎アジアにまで広げていくとい

う意味での発展でもある―をも重視した発展論すな
わち「多軸・多極」型発展論へと転換し得るか否かに
かかっているからだ。その意味でわれわれは、北九州
自動車産業集積に匹敵する競争力を備えた輸出基地型
統合機械産業集積を日本海地域に創り出すためには、
太平洋沿岸地方から日本海沿岸地方にまで及ぶ広域的
な産業集積を創出しなければならないのである。
　そしてそのカギを握っているのが、北関東産業集積
である。それは、同集積が三つの要因-すなわち、（イ）
モジュール化、（ロ）環境・新エネルギー技術開発、（ハ）
集約性と連携との巧みな組み合わせ、という三つの要
因―を通じて「水平的・機能的相互連関ネットワーク」
形成の可能性を秘めている「広域連携型集積」に他な
らないからである。
　その意味でわれわれは、北関東産業集積から国際分
業・物流拠点地域である新潟集積にまで及び、さらに
東北自動車関連産業をもカバーし得る「広域連携型関
越クラスター」構想の重要性を改めてここで強調して
おかなければならないであろう（注63）。
　②新「融合・統合型機械産業」の重要性（注64）

　ところでわれわれは、「関越クラスター」構想を考
える上で、産業構造の変化とくに環境・新エネルギー
技術主導型新「融合・統合型機械産業」と集積地域と
の関係を考察しておかなければならないであろう。こ
の点について、まず問題点を整理しておく必要がある。
一つは新「融合・統合型機械産業」とは一体何かとい
う概念上の問題である。二つには「エコ・カー」にお
ける部品・素材産業の戦略性に関してである。そして
最後に、新融合論としての「スマートグリッド」論と
の関連性についてである。
　　Ａ．新「融合・統合型機械産業」とは何か
　われわれは、自動車産業を基軸に据えながらも、自
動車産業と電気・電子産業および航空機産業との関連
性に注目し、これら産業を全体として新「融合・統合
型機械産業」という広義の概念すなわち個別産業を超
える概念で捉え直してみることにする。それは、これ
らの産業が、いずれも“統合機械産業”つまりいずれ
も統合的な組立機械メーカー―すなわち単なる“ア
センブラー”ではなく“インテグレーター”―から
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なる産業であるという点で共通性があるだけではな
く、自動車産業を媒介として三つの産業の間には強い
技術連関性―とくに環境・新エネルギー技術開発を
基軸とした連関性―があると考えられるからだ。
　　ａ． 自動車産業と電気・電子産業との融合・一体

化
　自動車産業におけるプロダクト・イノベーション
のテーマとしては、「安全」、「環境」そして「ITS
（Information Technology System）」の三つが中心を
なしており、そもそもITは技術革新の中心的な課題
の一つとされてきた。中でも「安全」とITとは密接
不可分な関係にある。とくに各種のセンサーをはじめ
としたエレクトロニクス技術の開発は、ASV（先進
安全自動車）の開発にとって不可欠だとされてきた。
　ITは「環境」とも関連している。それはLCA（Life 
Cycle Assessment）を通じて「環境」と深く関わっ
ているからだ。例えば、ハイブリッド車の開発におい
ては、高度な電子制御技術とソフトウエアの開発が不
可欠だとされている。
　では、ユーザーとしての自動車産業に対する電気・
電子産業の市場規模はどの程度なのか。日本自動車部
品工業会による出荷動向調査によれば、2000年度にお
ける電装品および電子部品・計器類の出荷額は３兆
1,901億円に達しており、そのシェアは23.3％を占めて
いる。この他にも、自動車時計、カーラジオ、カース
テレオ、冷房装置、暖房装置等の電気電子関連部品が
１兆1,890億円（シェアは8.7％）であり、電気・電子
業界全体では自動車部品の中の32％を占めている。
　このように観てくると、電気・電子産業はある意味
では自動車関連産業と呼んでもおかしくはないのであ
る。
　だが、地球温暖化問題の深刻化を背景として、自動
車産業と電気・電子産業との関係も新たな段階に移行
し始めている。それは自動車産業と電気・電子産業の
融合・一体化である。その根拠としては二つの点が挙
げられる。一つは電気・電子産業の環境・新エネルギー
技術開発力である。自動車における次世代環境技術と
して注目を浴びている燃料電池車さらには電気自動車
においてはともにモーターと電池が動力源の中心をな

しているが、そのことは、エンジンを動力源としかつ
またそのエンジンを中核にして成り立ってきたこれま
での車とはそもそも設計概念を根本的に異にする「車」
が新たに登場してくる可能性があるということだ。し
かもこの新たな「車」の動力源となる「モーター」と「電
池」の担い手はそもそも電気・電子メーカーであると
いう点が重要である。その結果、「車」の担い手もま
た必ずしも自動車メーカーとは限らず、電気・電子メー
カーがそれを担う可能性すらあるのだ。従って後述す
るように、これを機に自動車産業が再編成に追い込ま
れる可能性もまた否定し難いのである。もう一つは電
気・電子産業のイノベーション力である。例えばIT
は21世紀においてもイノベーション力に関しては依然
として先駆的な役割を担うことが期待されているので
あるが、こうした電気・電子産業が有するイノベーショ
ン力もまた自動車産業と電気・電子産業との融合関係
に大きな影響を与えるであろう。観方を変えれば、自
動車産業と電気・電子産業との「融合」とは、新産業・
新立地の創出すなわち環境・新エネルギー技術に依拠
した新「融合・総合型機械産業」とそれを基盤とする
新産業集積の創出に他ならないのである。
　　ｂ．自動車産業と航空機産業との関連性
　日本の自動車メーカーは、国産航空機開発計画への
参入を活発化させている。2006年には、ホンダがビジ
ネスジェット機「ホンダジェット」の受注を開始した。
さらに2008年には、トヨタが三菱重工が進める「国産
小型ジェット旅客機」の開発計画に参入する方針だと
されている。この他、富士重工や川崎重工も研究開発
を進めていると伝えられる。
　では、自動車産業と航空機産業との関連性はどうな
のか。ホンダが「ホンダジェット」の開発に乗り出し
たのは、自動車メーカの航空機産業への参入という性
格が強いようだが、トヨタの場合のそれは、それとは
違った意図が込められているようだ。三菱重工の「国
産小型ジェット旅客機」開発計画は先端技術の粋を集
めているとされるが、そうした技術の次世代自動車開
発への活用・導入をむしろ狙ったものであるようだ。
　自動車産業と電気・電子産業との関連性においては、
後者（電気・電子産業）の前者（自動車産業）への市
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場依存から出発しながらも、次第に前者（自動車産業）
の後者（電気・電子産業）への技術的依存という側面
が強まってきたのである。それに対して、自動車産業
と航空機産業関係との関係はかなり異なった様相を呈
している。すなわち、そもそも前者（自動車産業）の
後者（航空機産業）への技術的依存度が極めて強いと
いう点である。
　このことは、自動車産業における次世代自動車開発
を巡る競争―それは云うまでもなく内外を含めての
競争である―が航空機産業における環境・新エネル
ギー技術開発競争によっても大きく影響されるであろ
うということを示唆しているのである。
　　ｃ． 環境・新エネルギー技術開発主導型新「融合・

統合型機械産業」論  
　さらに注目すべきは、上述した自動車産業と電気・
電子産業との融合・一体化により強化された技術的連
関性を背景にして、自動車産業、電気・電子産業そし
て航空機産業との関係においてもまた、三者間の提携
関係が強まりかつ融合・一体化する可能性があるとい
う点だ。その場合三つの点に注目すべきである。一つ
は、環境・新エネルギー技術とくに新動力源の開発を
通じての技術連関性である。上述したように、新エネ
ルギー技術の中でもエンジンに代わる新たな動力源を
求めた技術開発に関しては、電気・電子産業が一歩先
行している。それは、自動車産業のみならず航空機産
業にも大きな影響を及ぼす可能性を秘めている。二つ
には、これまた環境技術に関連しているが、素材産業
の存在である。とくに温暖化対策の重要性が強まるに
つれて、素材産業が軽量化を武器として三者間の提
携・融合関係を促進する役割を果たす可能性が伏在し
ている。まず軽量金属が果たす役割の重要性を指摘し
ておかなければならない。例えば、マグネシウム合金
とアルミニウム合金の場合について云えば、自動車産
業では日産がマグネシウム合金の戦略的な活用に積極
的であるとされている。だが、日産だけではなくトヨ
タやホンダなども含めて日本の自動車メーカー全体が
マグネシウム合金の積極的な利用の機会を窺っている
ようだ。さらに航空機産業でもホンダがアルミニウム
合金を利用しているとされている。繊維素材の新たな

展開もまた注目される。例えば、米ボーイング社の航
空機向け炭素繊維素材を開発している東レは、他方で
自動車向け炭素繊維素材の開発にも乗り出していると
される。以上のことは、三者間の提携・融合が素材産
業によってもまた促進される可能性があるということ
を示唆していよう。最後に、ITとくに制御ソフトの
重要性増大も指摘しておかなければならない。先にみ
たように、安全性・快適性とITとの関連性深化により、
電気・電子産業と自動車産業との技術的連携が深まっ
ているが、そこにさらに環境要因とくに自動車の燃費
向上に果たす制御ソフトの重要性増大によって、三産
業内における連携・融合が加速される可能性が強まっ
ている。そうした動きは、自動車産業と電気・電子産
業における制御ソフトの共通化を通じて既に具体化し
つつあるが、その背景には、安全性、快適性そして燃
費向上という三つの機能を同時に発揮する共通ソフト
の開発が大きく進展し始めているということに留意す
べきである。
　かくして、電気・電子産業、自動車産業さらには航
空機産業の三産業は、環境・新エネルギー技術開発に
主導されることによって、今や融合・統合の度合いを
一段と強めており、その意味で新たに、環境・新エネ
ルギー技術に依拠した新「融合・統合型機械産業」が
誕生し始めており、新「融合・統合型機械産業」集積
が形成され始めているのである。（尤も、“融合・一体
化”は、これら三産業だけで終わるのではなく、「機
械産業」［ここでは「機械産業」とは上記三産業を指す］
ひいては日本の製造業全体―少なくとも製造業を支
えている基盤全体―にも及ぶ可能性がある、という
ことにも注意を払っておく必要があるだろう。）
　　Ｂ． 部品・素材産業の戦略性― 新「融合・統合

型機械産業」形成に果たす役割―
　そこで、上記の融合・統合過程で発生する部品・素
材産業の戦略性も見落としてはならないであろう。上
述からも明らかなように、自動車産業を基軸とした三
産業の融合・統合すなわち新「融合・統合型機械産
業」の形成は、環境・新エネルギー技術の開発・発展
と表裏の関係にあるのだが、その際見落としてはなら
ないのは、部品・素材産業が果たす役割である。環境・
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新エネルギー技術開発の中軸をなす「LCA」論およ
びその基礎をなす「CALS（Continuous Acquisition 
and Life-cycle Support）」概念は、そもそも部品・素
材の「技術・生産連鎖」からなる「製品」論でありか
つ「製品」概念である。従って新「融合・統合型機械
産業」の誕生とは、云いかえれば、三産業に跨る環境・
新エネルギー技術開発を支えるための部品・素材の組
み替えおよびそれによって可能になる新製品・新産業
群の創出を意味しているのである。いわゆる「要素技
術革命」である。例えば、「電気自動車」や「燃料電
池車」がその典型である。それらは、環境＋新エネル
ギー＋非エンジン系動力源という「要素技術」の新た
な組み合わせによって生み出された新「製品」に他な
らないのである。それら新「製品」は、とりあえず「自
動車」という概念で捉えられているにしても、本質的
には「自動車」とは異なる新たな概念で捉えられるべ
き「製品」である。何故ならばそれらは、ガソリン＋
エンジンという従来の「要素技術」の組み合わせに基
づく古い設計思想とは本質的に異なる新設計思想に拠
る部品・素材の新「技術・生産連関」すなわち新「CALS」
概念の下で生み出された「製品」であるからだ。その
意味で、新「融合・統合型機械産業」論においては、
部品・素材はそもそも戦略的重要性を付与されている
のである。
　　Ｃ．新融合論としての「スマートグリッド」の登場
　最後に、次世代自動車とりわけEV（Electric 
Vechicle）とEM（Electric Machinery）そ し てEP
（Electric Power）という“三つのE”の融合・統合に
よる次世代電力網すなわち「スマートグリッド」の登
場に注目しておかなければならない。「スマートグリッ
ド」は、そもそも新電力系統システムとして構想され
たのであるが（注65）、その後、需要側のシステムとして
も発展してきており、その意味では新しい社会システ
ム―とくに社会インフラに関わるシステム―へと変
容を遂げつつある。そうした中で、EVとEMさらに
はEPとを融合させて、そこに新たな産業基盤―すな
わち環境・新エネルギー産業を基軸とする「スマート・
インダストリー」群―を創出しようというのが「3E
（EV×EM×EP）戦略」に他ならない。従ってそれは

―とくに潜在成長力を引き上げるという点で―、日
本の新しい成長戦略すなわち“スマート・グロース
（Smart Growth）”の一環をもなしているのである。
しかもそれは、新たな社会システムの一つでもある「ス
マート・コミュニテイー」を基盤とするローカルシス
テムとして形成されようとしている以上、「３E戦略」
は、地域経済活性化―その焦点は主として部品・素
材産業からなる中小企業やその集積を基盤とする地方
都市の活性化に当てられるべきであるが―にとって
も死活的に重要な「地域発展戦略」に他ならないのだ。

２． ネットワーク・ノード（Network Node）として

の新潟県の課題

　「関越EVクラスターネットワーク」は、以上の特質
を備えた環境・新エネルギー技術開発を基軸とした新
「融合・統合型機械産業」形成に対応した新産業集積
に他ならないのである。こうした中で新潟県の新「拠
点性」を考えるとすれば、それは、この「関越EVク
ラスター・ネットワーク」を日本海地域における「広
域的経済圏」ネットワークにクロスオーバーさせるた
めの努力を払うということである。そして同県がそう
した役割を果たすためには、「ネットワーク・ノード
（Network Node）」（ネットワークの結節点）として
以下の課題を担っているのである。

（１）新プラットホーム型産業の育成
　①求められる新“プラットフォーム型産業”
　上述したように、環境・新エネルギー技術開発の下
で、一般機械、輸送機械さらには電気機器などの機械
産業もまた“融合・一体化”し、新たに「融合・統合
型機械産業」が形成されようとしているが、それに対
応する集積地域もまた広域化を不可避としている。そ
れは二つの理由からである。理由の一つは、「融合・
統合型機械産業」はプラットフォーム型産業（注66）で
もある以上、新たに広域的な集積地域の形成を伴うか
らだ。すなわち、三業種の融合・統合に拠る新「融合・
統合型機械産業」の形成は、単に産業構造上の再編成
を意味するだけではなく、産業立地上の再編成すなわ
ち「広域的集積地域」形成にも繋がるのである。上述
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したように、融合・一体化の下でのイノベーションが
広義のイノベーションを意味する場合には、多様性を
支えるために何らかの地域的共通基盤を必要としてい
るが、それは地域における新たなクラスターの形成に
よって充たされる必要があるからだ。つまり、新「融
合・統合型機械産業」形成は新「広域型機械産業集積」
形成と表裏の関係にあるということが重要なのであ
る。いまひとつの理由は技術特性に関わっている。例
えば金型産業が環境・新エネルギー技術開発に参入す
る場合、同産業は、幅広い領域に亘る「要素技術」を
背景にして、高度かつ戦略的な統合性を発揮し得る産
業であるということが重要である。その意味では、金
型産業は次世代自動車開発とりわけEV開発の基盤的
プラットホームの役割を担うべきであろう。この場合、
プラットホーム機能の一つとして設計機能が挙げられ
る。何故ならば金型産業の設計機能は、次世代自動車
の設計を通じてプラットホーム機能を発揮する上で重
要な役割を果たすことが期待されるからである。要す
るに、金型企業が保持する設計・開発機能は、プラッ
トフォームにおいて、“ハブ機能”の役割を果たすこ
とが可能であるということだ。金型産業が持つ戦略性
―すなわち生産技術であると同時に設計技術の一翼
をも担っているという意味での戦略性―とは、正に
この点にあると云えよう。
　②  「北東アジアEV（Electric Vehicle）クラスター

ネットワーク」構想
　現在、環境・新エネルギー技術開発の中心をなして
いるのは次世代自動車産業である。従って、新プラッ
トホーム型産業の育成において、次世代自動車産業は
不可欠である（注 67）。
　　Ａ．激化する北東アジアEV開発競争
　ところで次世代自動車開発競争の中でも最も熾烈を
極めているのはEV開発競争である。とくに北東アジ
アにおける競争がそうである。それは何故か。この点
に関する企業経営論的な解明が求められている。
　　ａ．中国
　まず中国においてはどうか。
　まず供給サイドについて。既にみたように、BYD
は本格的なEVを開発しつつあるとされている。中国

の電池メーカーBYD（比亜麺）は、2005年以降、EV
へシフトするために必要な車体技術を確立し、本格的
なEVである「e6」を市場に投入できる体制を整えつ
つあるとされる（注68）。さらに同社は、2010年２月にダ
イムラー社と提携し、BDYが電池、ダイムラーが車
体技術を提供することによって、世界的なEV市場の
再編成に乗り出したとされている（注69）。
　さらに太陽電池メーカーの飛躍的発展はBYDの事
例に止まらない。2006年における世界太陽電池メー
カーの生産量ランキングにおいては、10傑にノミネー
トされた中国企業は1社に過ぎなかった。それは「サ
ンテックパワー」（世界第４位）であった。だが2009
になると、10傑入りした中国企業は4社を数えるに至っ
た。４社とは、「サンテックパワー」（同第２位）、「イ
ンリーソーラー」（同第５位）、「JAソーラー」（同第
６位）そして「トリナソーラー」（同第９位）の４傑
である。因みに同年に10傑の地位を保ち得ている日本
企業は、「シャープ」（同第３位）、「京セラ」（同第７位）
の２社のみである。このことからも判るように中国は、
僅か３年で日本を抜き去るのみならず、世界最大の太
陽電池大国と化したのである。
　次に需要サイドについて。APECの「クリーン・エ
ネルギー相」会議では、上海や天津を含む中国の主要
10都市で、2011年から３年間で公共交通機関に1,000台
のEVを導入する計画が論議されているとされる（注70）。
中国政府もまた、「新エネルギー産業振興計画案」の
なかで、一部都市で補助金を支給してEVなどの販売
を促進し、2011～12年に50万台の次世代車の販売を見
込んであり、そして2020年には全国の新車販売台数の
約半分を次世代車にしたい、としていると伝えられる
（注71）。さらに「国家重点省エネルギー技術目録」では、
2015年にもEVの生産台数を同国の自動車生産全体の
10％に増やす計画を掲げ、１台当たり６万元（約77万
円）を上限とする補助金制度の新設を打ち出している
とされる（注72）。このように中国がHVを飛び越してEV
普及推進に踏み切った背景には二つの要因―この場
合も需給両面での要因であるが-が横たわっているよ
うだ。一つには、需要サイドであるが、同国が世界一
のエネルギー消費国となりとくに石油不足が今後深刻
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化するであろうという事情がある（注73）。二つには、供
給サイドであるが、中国が近い将来に予想される“日
中米EV戦争”における主導権争いに備えているとい
う国家戦略論的背景も無視できないようだ（注74）。
　　ｂ．韓国
　さらに韓国の場合も、HV・EV向けリチウムイオン
電池の官民挙げての開発が急ピッチで進められてい
る。韓国政府によれば、韓国のリチウムイオン電池市
場は2010年の28億ドルから2020年には302億ドルへと
急上昇するとされており（注75）、その供給体制を強め
るために、前述したように政府はリチウムイオンメー
カーの育成を急いでいる。その結果、韓国の太陽電池
メーカーの生産能力も大きく伸びているのである。
　さらに電池メーカーもHV・EVからの世界的な受
注獲得に乗り出している。例えば、LG化学は現代自
動車からの受注（HV）を皮切りに、GM、イートン、
長安汽車集団からの受注を既に獲得したとされている
（注76）。

　このように北東アジアにおいても、韓国・中国を中
心にしかつEVを基軸として次世代自動車産業の発展
が急テンポで進展しているのである。そしてその中で
早くも、日本の次世代自動車産業とくにEV企業の競
争力が中国・韓国のそれに脅かされ始めているという
ことに注目しておかなければならないであろう。
　この点と関連して、（イ）日本企業に固有な「フルセッ
ト・垂直統合型企業経営」という企業経営上の特質が
存在しており、（ロ）そうした特質こそが水平分業の下
で常に選択と集中が求められるグローバル経営への日
本企業の対応を妨げている―という厳しい指摘（注77）

も見逃すべきではないであろう。 
　　Ｂ．EV開発の戦略的意味
       a．EVを基軸とした自動車産業の再編成
　ところで、上記の環境・新エネルギー技術開発主導
の新「融合・統合型機械産業」形成とりわけEV開発
競争は、（イ）自動車産業の激しい再編成を招来し、（ロ）
「ビジネス・プロセス」の変化を通じて「バリュー・
チェーン」の変容を招き、（ハ）「バリュー・チェーン」
の変容はさらに、「事業連鎖」の変貌と「取引構造」

の変化を惹起し、（ニ）ビジネスモデルの転換を不可避
的に伴っている―ということをわれわれは看過して
はならないであろう。
　EV開発は産業構造の劇的な変化を生みだし、その
意味で自動車産業の再編成を不可避としているよう
だ。例えば、部品・素材産業の役割がイノベーショ
ンによって大きく左右される。前述したイノベー
ションのパラダイム転換を背景とするHV（Hybrid 
Vehicle）、EV（Electric Vehicle）の台頭は、部品・
素材産業の構造変化に必然的に繋がることになる。ま
ずHVの場合には、「浮かぶ部品・素材」として、電
池（ニッケル水素電池）、モーター、ECU（電子制御
ユニット）、ハイブリットトランスミッション、スター
タージェネレーター、電動コンプレッサー、インバー
ター、コンバーターなどが新たな部品・素材として浮
上してくる可能性が強いとされている（注78）。他方EV
については、電動コンプレッサー、インバーター、コ
ンバーターそしてリチウムイオン電池などがそれであ
る（注79）。だがEVに関しては、コトは深刻である。EV 
の場合には、エンジン本体が消滅する訳だから、それ
に関連して「沈む部品・素材」 としてエンジン（ミリ
ンダーブロック・ヘッド他）、ラジエーター／キャニ
スター、エキゾーストマニホールド、燃料タンク／ポ
ンプ、タイミングチェーン・ベルト、マフラー／ター
ボチャージャーそしてニッケル水素電池などが構造転
換を迫られることになるとされる（注80）。いわゆる“グ
リーン・デバイド［Green Divide］”の発生である。
　云うまでもなく、こうした「浮かぶ部品・素材」と「沈
む部品・素材」の発生は、産業構造・企業構造・地域
構造の大きな再編成―それは云うまでもなく環境・
新エネルギー技術開発主導新「融合・統合型機械産業」
形成が惹起する再編成に他ならない―に繋がるであ
ろうことは想像に難くはないのである。
　　ｂ．変容を迫られる「バリュー・チェーン」
　だが、ここで問題にしなければならないのは、こう
したマクロ・メソレベルと表裏の関係で生じているミ
クロレベルすなわち企業経営レベルでの地殻変動に関
してである。すなわちそれは、自動車産業関連企業に
おける「ビジネス・プロセス」すなわち「バリュー・
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①
省
略

図表Ⅳ-1

（1）〈図1〉事業連鎖とは

（2）〈図2〉音楽業界の事業連鎖
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出所：内田和成「不況長期化の中での企業経営一業界の地殻変動、見逃すな」（日本経済新聞2009年12
月10日）より。

図Ⅳ-2

地域の活性化

ローカル

グローバル

文化・精神 技術開発

●大学の地域貢献
　 •琵琶湖学（滋賀大学）
　 •淀川学（大阪工大）
　 •金沢学（金沢大学）

●地場企業/地元大学との連携
　 •山梨ワイン人材生涯養成拠点
　 •岩手マイスター育成
　 •シリコンシーベルト福岡プロジェクト

●知的クラスター創成事業（文科省）
●産業クラスター計画（経産省）

●組織的産学連携

●トップレベル研究拠点

　　　　●国際標準化

●留学生受入・就業支援

●発展途上国への技術支援、教育支援

海外大学との連携

出所：野間口 有「産学官連携の多様化と深化に向けて」（第7回産学官連携推進会議〈2008年6月14日〉）
より。

強化のための

施策がもっと必要

•コーディネータ・技能人材の育成・活用
• 地域の多様性強化
• 地域のコアとなる機関への支援
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チェーン（価値連鎖）」の変容に他ならない。
　内田和成教授の所説に拠れば、「ビジネス・プロセ
ス」とは本来、企業内の諸活動に依拠したものであっ
た。従って「バリュー・チェーン」もそうした企業内
価値連鎖に則したものであった（図表Ⅳ-1-［1］<図1>
上段参照）。だが、上述したような激しい再編成を背
景にして、自動車業界のビジネス・プロセス自体が企
業の枠を超えるとともに、「バリュー・チェーン」も
また企業内外に亘る重層的な性格を帯びることになっ
たのである（注81）。
　つまり、「バリュー・チェーン」は重層性を背景に
した変容を遂げるに至ったのである（内田教授はその
典型として、音楽界の例を提示しておられる（図表Ⅳ
-1-［2］<図2>参照）。
　従って、自動車産業関連企業における「価値連鎖」
の変化とは、「バリュー・チェーン」の変容と捉えら
れるべきだということだ。
　　ｃ．新ビジネスモデルの必要性
　かくして、重層的性格を帯びた「バリュー・チェー
ン」の変容は、（イ）「事業連鎖」の変貌、（ロ）「取引構
造」の変化―という二つのビジネス環境の変化を不
可避的に伴ことになる。
　　（イ）「事業連鎖」の変貌
　まず「事業連鎖」の変貌とは、内田教授の見解に拠
れば、①事業の省略、②事業の一本化、③事業の置き
換え、④事業の選択肢拡大、⑤事業の追加―の五つ
からなるとされている（注82）。この点を自動車関連企業
に当てはめてみると、下記の通りである（注83）。
①省　略； EV・燃料電池車の普及によるエンジン自

体の不要化→エンジン関連部品の不要化→
ガソリンスタンドの不要化

② 一体化； クラッチ、トランスミッション→電機部品
への一体化

③置き換 え；ガソリンエンジン→モーターへの置き換え
　　　　　ガソリン→電池への置き換え
④選択肢拡大；（従来）ガソリンエンジン車
　　　　　　　（新規） デイーゼルエンジン車・HV・

EV・燃料電池車
⑤追　加；（従来）自動車の所有需要

　　　　　（将来） 自動車の利用需要→「カー・シェ
アリング」→自動車販売店の機能
活用等

　上記の中で、①・②は、市場縮小の可能性が大きく、
企業経営はコスト削減やリストラによって事業の継続
性を計ろうとしても、「負の連鎖」に陥る可能性が大
きいのである。この場合は、産業再編成論的に捉えれ
ば、上記の「沈む部品・素材」部門に属する企業群に
対応している。これに対して、③・④・⑤は逆に多く
のビジネス・チャンスに恵まれた企業群であり、産業
再編成においても、同じく上記の「浮かぶ部品・素材」
部門の企業群に対応している。
　但し、③・④・⑤において、ビジネス・チャンスを
掴む場合にも、（イ）消費者の側から「事業連鎖」を遡
ること、（ロ）自社の「価値連鎖」における変化と自社
を取り巻く「事業連鎖」における変化との関連性を重
視し、両者の融合を計ること-が不可欠であるとされ
ている（注84）。
　要するに、「バリュー・チェーン」の変容とは、二
つの変化すなわち「価値連鎖」と「事業連鎖」におけ
る変化とから成るということ、そして変容への対応と
は、二つの変化の融合を前提としている、ということ
である。
　かくして、次世代自動車開発とくにEV開発におい
ては、「バリュー・チェーン」の変容の中に新たなビ
ジネス・チャンスを掴んでいく以外に企業が生き延び
る方途がないとう状況に追いやられるのであるが、そ
のことは否応なく新たな「ビジネス・モデル」へ移行
することを余儀なくされるということを意味している
のである。
　　（ロ）「取引構造」の変化
　次に「取引構造」の変化とは何か。それは企業の取
引関係における劇的な変化のことを指している。つま
り旧来の自動車産業における取引関係はいわゆるピラ
ミッド型でありその意味では垂直的取引関係であっ
た。ところが、次世代自動車産業時代とりわけEV時
代へ移行するにつれて、取引関係もまた垂直的な関係
から水平的な関係へと変化し始めた結果、市場への参
入が中小企業を含めて容易になり、企業間競争もまた
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湾の物流管理機能の充実―などのハード面での整備
もさることながら（注87）、それ以上に、（イ）フォアダー
機能や商社機能の強化・充実、（ロ）国際ビジネスの専
門家の確保・育成、（ハ）アメニテイー豊かな国際都市
づくり、（ニ）北東アジアにおける研究・教育拠点づく
り―などソフト面での整備・充実を通じて、北東ア
ジアにおける「知的拠点都市」（注88）へと脱皮していく
ことであろう。

（３）「北東アジア産学官協力ネットワーク」づくり
　さて最後に、上記の“北東アジアEVクラスターネッ
トワーク”構想を推進しかつ実現していくための体制
づくりが求められている。それは、北東アジアにおい
て産学官協力のネットワークを形成することである。
このことは、既に述べたように、環境・新エネルギー
技術開発主導の新「融合・統合型機械産業」は、新技
術や新知識の集積基盤の上で始めて形成され得る産業
である以上、従来の技術や知識に基づく単なる“もの
づくり”論の延長線上においてではなく、“新ものづ
くり”論すなわち「新製造業」論（注89）に立脚すべき
であり、“次世代自動車産業”もそうした産業の一つ
に他ならない、ということを想起すれば容易に理解さ
れ得よう。すなわちそこでは、知的コーデイネーター
としての「産学官ネットワーク」が不可欠なのである。
　ところで、この場合の産学官ネットワークの課題は、
（イ）次世代自動車論、（ロ）新ランドブリッジ構想、（ハ）
北東アジア・汎アジア版国土開発、（ニ）人材育成にお
けるボーダレス協力―などであり、しかも、これら
は相互に関連しあったテーマとして捉えられかつ取り
組まれるべきであろう。つまり相互連関性が問われて
いるのである。こうした相互連関性に対応するために
は、“知的コーデイネーター”が不可欠だが、そのた
めにも“産学官協力ネットワーク”が求められている
という訳だ。
　要するに、「北東アジア産学官ネットワーク」とは「北
東アジア・汎アジア経済圏」形成に向けての“知的コー
デイネーター”に他ならないのである。

いわゆる“スモールハンドレッド”的様相を著しく強
めてきたのである（注85）。
　従って、上述した新ビジネスモデルもまた、単に「バ
リューチェーン」の変容だけではなく、こうした企業
間取引構造における変化をも反映したものへとさらに
発展していくことが求められているのである。
　要するに、自動車関連企業の殆どが新しいビジネス・
モデルへの移行を求められているという訳だ。

　かくしてEV開発は、自動車関連産業は無論のこと
融合・統合型機械産業形成を通じて製造業全体に亘っ
て、今や経営戦略的に対応せざるを得ない課題となり
始めているのである。“EV革命”が第三次産業革命に
擬せられる所以である。

（２） 「物的拠点性」論から「知的拠点性」論への転
換

　ところで新潟県が上記のコーデイネーター機能を発
揮するためには、単に「物流ネットワーク」の拠点で
あるだけではなく、「知的ネットワーク・システム」
の拠点でもなければならない。従ってそのための整備
が不可欠である。
　その場合、上述した「ネットワーク・システム」に
おける融合性を考慮するならば、「物流ネットワーク」
と「エネルギー・環境・食糧・資源ネットワーク」、「情
報通信ネットワーク」さらには「金融・為替・通貨ネッ
トワーク」との融合がとくに重要である。その結果、
新たなネットワーク・システムの登場に備えた「ネッ
トワーク・システム・プラナー」の確保・育成が不可
欠となるが、こうした高度かつ知的な人材を確保・育
成するためには、「物流拠点」は「知的拠点」でもな
ければならないであろう（注86）。そこで、「ネットワー
ク・システム・プラナー」の育成論は別の機会に譲る
として、ここでは、こうした「知的拠点性」を高める
ためのインフラ整備の重要性について指摘しておこ
う。
　そうした観点に立てば、新潟県に今日求められてい
るのは、（イ）コンテナに対応する高規格な港湾機能の
整備、（ロ）港湾と高速道路との連結性の強化、（ハ）港
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３．「北東アジア経済圏」の国家戦略的意味と新潟県

　最後に、上記の新潟県における新拠点性論は、「北
東アジア経済圏」の国家戦略的意味とも深く関わって
いるということを指摘しておこう。「北東アジア経済
圏」は、一方では重層性を通じて新潟県の活性化に寄
与しているとともに、他方では同心円性を通じてアジ
アの発展を牽引しているからだ。すなわち「北東アジ
ア経済圏」は、一方では、つまり内延的には「広域地
方経済圏」さらには「経済社会圏」という重層性を通
じてアジアにおける経済発展力を新潟県の経済社会発
展に伝播させるという役割を演じながら、他方では、
つまり外延的には地政学的同心円性を通じて自らの発
展力を「東アジア経済圏」さらには「アジア太平洋経
済圏」の発展に結びつけていく、という役割をも担っ
ているのである。そして「北東アジア経済圏」のこう

した二つの役割を可能にしているのが、第三次産業革
命ともみなし得るEVイノベーションを基軸とした環
境・新エネルギー技術開発とそれを内包した「ビジネ
ス・ネットワーク」（注90）すなわち「関越EVクラスター
ネットワーク」である。そしてさらにその中軸を担お
うとしているのが「中越EVクラスターネットワーク」
である以上、新潟県の新拠点性もまた戦略的な重要性
を帯びているのである。
　その意味で、「北東アジア経済圏」は日本にとって
は“国家戦略”的な意義（注91）を有しており、新潟県
の拠点性もまたそうした文脈のもとで捉えられなけれ
ばならないと云えよう。
　以上の関係を図示すると以下の通りである（図表Ⅳ
-3参照）。

北東アジア
SGN

「アジア太平洋 EV.CN」　（アジア太平洋 BN）

「東アジア EV.CN［汎アジアEV.CN］」
　（東アジア BN）

「北東アジア EV.CN」　（北東アジア BN）

「関越 EV.CN」　（関越 BN）

「中越 EV.CN」　（中越 BN）

EV（GI）×EM（GI）×EP（GI）
＝SM    SH    SC    SG

CN ；Cluster Network
BN ；Business Network
 　・流通ネットワーク
 　・物流ネットワーク
 　・金融ネットワーク
 　・ITネットワーク 
 　・エネルギー・資源ネットワーク
 　・FDA/EDPネットワーク etc
EV ；Electric Vehicle
EM ；Electric Machinery
EP ；Electric Power
GI ；Green Innovation
SM ；Smart Meter
SH ；Smart House
SC ；Smart Community
SG ；Smart Grid
SGN ；Smart Grid Netaork
EV（GI）×EM（GI）×EP（GI）（「スマート・インダーストリー」）→「3E（EV×EM×EP）
戦略」→「新しい成長戦略」

図表Ⅳ-3　「北東アジア経済圏」も国家戦略性
　　　　　 ― 内延的重層性と外延的同心円性 ―
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（注 1） 去る2010年11月13～14日に開催された「横浜APEC」
を機にアジア太平洋レベルでのFTA/EPA構想が俄に
クローズアップされてきたが、それとともにこの問題
と“北東アジア経済圏”との関係をどのように考える
べきなのかという論点もまた新たに登場してきた。だ
が序章でも指摘するように、APECが“アジア太平洋
経済圏”という側面を有している限り、”北東アジア経
済圏”はその一翼を担っている以上、地政学上のコン
セプトとしては―つまり“同心円”的アプローチとし
ては―、両者は矛盾しないということになる。だが国
際関係論の立場から云えば、現実の経済的・政治的諸
条件が成熟して始めて、“統合APEC”が成り立ち得る
のであって、そこには単に同心円性だけではなく重層
性もまた存在しているということを見落としてはなら
ないであろう。こうした同心円性と重層性との関係と
いう北東アジア特有の構造論を無視して“北東アジア
経済圏”を“統合APEC”に解消してしまう訳にはい
かないのである。しかも“統合APEC”は同じ問題を
ASEANとの関係においても抱えている。従って、個
別のケースはともかくとして、こうした構造論的アプ
ローチを無視して、“北東アジア経済圏”をAPEC統合
論に安易に“融合”させてしまうことには慎重である
べきであろう。（なおこれに関連して、青木昌彦教授は
東アジア経済圏における新雁行形態的飛行論―すなわ
ち“飛行型バージョンNo.2”論を提唱し、そのリーダー
としての日本の新しい役割について興味ある見解を述
べておられる［青木昌彦「2011日本の針路―世代間の
合意と『開国』を―」<日本経済新聞2011年１月５日
>参照］。）

（注 2） 日本政府も、環境・新エネルギー技術開発をイノベー
ションの中心に据えている。伝えられるところによれ
ば、経済産業省が策定を急いでいる「産業構造ビジヨ
ン」の中でも、「環境・エネルギー（次世代自動車な
ど）」は、生産額で23.7兆円（2007年から2020年までの
増加）、雇用者数で36.2万人（同）の増加が見込まれて
おり、ロボットなどの先端産業に次ぐリーデイングセ
クターに位置づけられている（朝日新聞2010年５月31
日参照）。（因みに上記ビジョンでは、「環境・エネルギー
分野」以外に、［イ］「インフラ輸出分野」は生産額で
12.3兆円、雇用者数で18.7万人の増加、［ロ］「医療・介護・
健康・子育て分野」は同じく12.9兆円、113.4万人の増
加、［ハ］「先端産業分野」は同じく27.4兆円、63.2万人
の増加、［ニ］「文化産業分野」も同じく6.9兆円、26.4
万人の増加が見込まれている。その結果、「環境・エネ
ルギー分野」を含むこれら５分野で、2007年から2020
年までの間に、生産額合計で83.2兆円<間接効果を含め
ると149兆円となり、この間の日本全体の総生産創出予
定額の310兆円の半分を占めることになる>、雇用者合
計で257.9万人の創出効化が見込めるとされている［同
上および日本経済新聞2010年６月２日参照］。）

（注 3） 蛯名保彦『「重層的経済圏」下の東・北東アジア地域連

携研究―北太平洋経済圏と北太平洋物流ネットワーク
構想を中心にして―』（序章）［新潟経営大学・地域活
性化研究所<2007年６月>］ p.3～10参照。

（注 4）同上参照。
（注 5） 「カイト・フライテイング・モデル」とは凧揚げの際の

重心の役割のことを指している。そこでは、“アジア太
平洋”という“凧”を揚げる際に、北東アジアがその
役割を担っているということである。詳しくは蛯名 保
彦「日本経済の成長戦略―アジア版ニューデイール構
想―」（新潟経営大学・地域活性化研究所『地域活性
化ジャーナル』第16号［2010年３月］）p.26参照。

（注 6） 朝鮮半島における“有事”は、直接の当事者である南
北朝鮮両国の安全保障を脅かすのみならず、その周辺
国・地域である北東アジア全域の安全にも関わってい
る。のみならずそれは、北太平洋地域なかんずく米国
をも巻き込む可能性すら排除できないのである。その
意味で朝鮮半島の“安定”は、北東アジア・北太平洋
地域の経済発展にとっても不可欠な条件でもあると云
えよう。

（注 7） 但しこの場合の新国家戦略論は、新技術戦略論及びそ
れを支える新企業経営戦略論によって補われなければ
ならないであろう。「新国家戦略」論の下では（なお日
本の新国家戦略論については、［注91］を参照された
い)、日本経済の中長期的課題である潜在成長力引き上
げにおいては、結局のところコブダグラス関数におけ
る「全要素生産性」の引き上げを可能にする「新技術
戦略」と「北東アジア経済圏」における内延的・外延
的市場拡大・深化戦略とを如何にマッチさせるのかと
いう点こそがカギを握っているからだ。では新技術戦
略とは何か。それは、第三次産業革命的様相をますま
す色濃く帯びつつあるEV開発を中心とした環境・新エ
ネルギー技術開発に他ならない。新企業経営戦略とは
何か。新興国市場獲得というグローバル経営論的課題
と雇用確保という国民経済論的課題というある意味で
は相矛盾した二つの課題を両立させるためには、（イ）
「フルセット・垂直統合型企業経営」というこれまでの
経営論から「選択集中・水平分業型企業経営」という
新たな企業経営論へスムースに移行しなければならな
い、（ロ）そうした移行―とくに部品・素材メーカーの
移行―を可能にするためには、新たにグローバルなレ
ベルでの市場・雇用調整機能を持ったビジネス・ネッ
トワーク型クラスターの形成を促さなければならない
（本稿「第Ⅳ章 日本海地域の新展開と新潟県の新拠点
性論」参照）、ということだ。かくして上記の三つの戦
略は相互にしかも深く関連し合っている、ということ
になる。

（注 8） 「経済社会圏」については、蛯名保彦『「重層的経済圏」
下の東・北東アジア地域連携研究―北太平洋経済圏と
北太平洋物流ネットワーク構想を中心にして―』（序
章・第Ⅰ章・第Ⅱ章）［新潟経営大学・地域活性化研究
所<2007年６月>］ p.3～30を参照のこと。

（注 9） 「広域地方経済圏」に関しては、蛯名保彦「『広域連携
型関越クラスター』構想―“地域再生ニューデイール”
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への一試論として―」（新潟経営大学・地域活性化研
究所『地域活性化ジャーナル』第15号［2009年３月］）p.5 
参照。

（注10） 蛯名保彦『「重層的経済圏」下の東・北東アジア地域連
携研究―北太平洋経済圏と北太平洋物流ネットワーク
構想を中心にして―』（序章）［新潟経営大学・地域活
性化研究所<2007年６月>］ p.3～10参照。

（注11） 詳しくは蛯名保彦「日本経済の成長戦略―アジア版
ニューデイール構想―」（新潟経営大学・地域活性化
研究所『地域活性化ジャーナル』第16号［2010年３月］）
p.26参照。

（注12） 同上　p.1～7参照。なお、「アジア版ニューデイール」
をさらに日本の経済社会改革論と関連ずけるならば、
“ニューデイール”は単に地政学的条件のみならず、日
本の経済社会のあり方とも関わってくる。かくして北
東アジア改革論が日本にとって不可避な課題として登
場してくることになるのだ。この点についての詳論は、
拙稿「東アジア経済社会発展の課題―市場経済と市民
社会の相克―」（初岡昌一郎・蛯名保彦編著『アジア
の経済と社会―ソーシャル・アジアを求めて―』［明
石書店、1998年６月刊］）p.9～23を参照のこと。

（注13） 「太平洋軸」主導の発展戦略は、日本の地方地域とくに
地方経済をいわゆる“空洞化”状態に追い込んできた
が（1996年から2006年にかけての地域別GDP成長率［年
平均成長率］は、太平洋沿岸地域に属する東京圏が６％、
同じく名古屋圏が５％であったのに対して、関西圏は
－６％、地方圏［三大都市圏以外の地域からなる経済圏］
は－２％であったとされる［経済産業省「日本産業を
巡る現状と課題」<平成22年２月>《URL》p.11より］）、
こうした“空洞化”の背景には、“雁行形態的発展”が
新興国企業と日本の地域企業との競合を激化させその
結果地方地域の空洞化を本格化させる―というメカニ
ズムとして働いたということがある。皮肉ないい方を
すれば、「太平洋軸」主導の“雁行形態的発展”路線は、
新興国と太平洋沿岸地域の発展に対しては大いに貢献
してきたのではあるが、その反面、日本は“地方地域
の衰退”という大きな代償を支払わされることになっ
た、ということである。従って、こうした「太平洋軸」
主導の“雁行形態的発展”に対して、日本の地域とく
に地方地域から反発が強まるのはある意味では当然の
成り行きであるとも云えよう。要するに、地域経済再
生という観点からは、こうした跛行的な“発展戦略”は、
国内的にも最早受容され得なくなりつつあるというこ
とであろう。

（注14） 蛯名保彦『アジアにおける内外連動型市場と広域地方
経済圏―「関越クラスター」構想と新潟県の課題―』
（第Ⅴ章第３節）［新潟経営大学・地域活性化研究所
<2010年１月>］ p.124～125参照。

（注15） 本稿（第Ⅱ章第１・２節）は、蛯名保彦『日中韓「自
由貿易協定」構想―北東アジア共生経済圏をめざして
―』（第Ⅲ部第１章）［明石書店、2004年５月刊］ p.194
～203に加筆したものである。

（注16） なお、輸出の大部分が中国に再輸出されている日本の

対香港貿易を除くと、日本の対中貿易収支は概ね赤字
基調を続けてきた。例えば2008年には、日本の対中貿
易収支は表面上は79億ドルの黒字を計上しているが、
対香港貿易を除くと181億ドルの赤字に転落することに
なるとされている（環日本海経済交流センター「2008
年日中貿易動向［URL］」より）。

（注17） ASEAN 4とはタイ、マレーシア、インドネシア、フィ
リピンの４カ国からなる。

（注18） ケース研究の詳細については、経済企画庁（現産業経
済省）調査局「日中韓三国間の経済関係強化に向けた
課題―貿易投資の現状評価と自由化の効果―［政策
効果分析レポート No.5］」（2000年12月）［URL］p.5/6
を参照のこと。

（注19） 韓国の場合、直接投資ストック比率が低いにもかかわ
らず産業内貿易指数が高いのは、韓国の地場企業が日
本からの部品輸入に依存し完成品を輸出するという貿
易構造を早くから確立していたことと関連があるよう
だ。（経済企画庁［現産業経済省］調査局「日中韓三国
間の経済関係強化に向けた課題―貿易投資の現状評
価と自由化の効果―<政策効果分析レポート No.5>」
［2000年12月］<URL> p5/5を参照のこと。

（注20） 総合研究開発機構（NIRA）「日中韓共同研究の概要」
［URL］p8/11～9/11より。

（注21） 本稿（第Ⅱ章第３節［1］）は拙稿「日本海クロスオーバー
型ランドブリッジ構想」（新潟経営大学・地域活性化研
究所『地域活性化ジャーナル』第14号）p.26～75に加
筆したものである。

（注22） 日本経済新聞2009年５月23日参照。なお消息筋の話に
よると、ロシアは北朝鮮、韓国とシベリア鉄道を結ぶ
計画に既に8,000万ドル（約65億円）を投じているとの
ことである（朝日新聞2010年11月28日より）。

（注23） Livedoor ニュース（2007年10月11日）より。なお中国
筋に拠れば、新彊ウイグル自治区から中央アジア・イ
ランを経てトルコに至る“新ランドブリッジ”構想が
浮上してきているとのことである（サンケイ新聞2010
年11月19日より）。しかもこの構想は鉄道を中心に据え
ながらも、石油や天然ガスのパイプラインが併設され
る可能性があるとのことでもある（同上より）。従って
もしこの構想が実現すれば、中国・中央アジアを介し
て朝鮮半島と中東とを結びつけることとなり、ユーラ
シア大陸の安全保障関係を大きく変容させることにも
繋がるであろう。

（注24） 「ボーダレス成長」論については、蛯名保彦「日本経済
の成長戦略―アジア版ニューデイール構想―」（新潟
経営大学・地域活性化研究所『地域活性化ジャーナル』
第16号［2010年３月］）p.1～28を参照のこと。

（注25） 中国の新地域発展戦略については、蛯名保彦「日本経
済の成長戦略―アジア版ニューデイール構想―」（新
潟経営大学・地域活性化研究所『地域活性化ジャーナル』
第16号［2010年３月］）p.11～18を参照のこと。

（注26） 本稿（第Ⅲ章第１・２節）は、蛯名保彦『日中韓「自
由貿易協定」構想―北東アジア共生経済圏をめざして
―』（2004年５月30日、明石書店刊）p.193～225に加筆
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したものである。
（注27） そもそも日本はFTA交渉において大きく立ち後れてい

る。世界における主要国・地域のFTAカバー率を観て
みると、日本は16.5％と他の主要国と比べて圧倒的に
低い。確かに韓国も14.4％と日本を下回っている。だ
が韓国は、既に署名したアメリカや仮調印したEUとの
FTAを加えると、一気に35.6％に達するとされる（朝
日新聞2010年８月28日より）。その結果、このままでは、
日本の貿易は年間２兆円もの関税上の「不利益」（いわ
ゆる貿易転換効果による不利益）を蒙ることになり、
円高による通貨面での不利益に加えて、貿易面でも競
争力を大幅に低下―日本の輸出総額は約59兆円（2009
年度）であるから低下幅は輸出額の凡そ3.4％に相当す
る―させかねないのである（日本経済新聞2010年８月
30日より）。

（注28）日本経済新聞2003年12月23日より。
（注29）同上。
（注30） 投資協定とは、自国に進出した相手国企業を自国企業

と同等に扱う内国民待遇などを保証する協定のことで
ある。

（注31） ジェトロアジア研究所『21世紀の日韓経済関係はいか
にあるべきか』（21世紀日韓経済関係研究会報告書）
［URL］p1/3より。

（注32）同上　p1/3～2/3より。
（注33） 日本経済新聞2003年10月３日より。なお韓国の対日貿

易赤字の規模はそもそも大幅な額に達している。それ
は前述したように（第Ⅱ章第１節参照）、2008年現在で
297億ドルにも及んでいるのだ。

（注34）同上より。
（注35）同上より。
（注36） 例えば、総合研究開発機構（NIRA）において日中韓

共同研究として行われた「中国、日本、韓国の貿易関
係の強化に関する報告書及び政策提言」（2002年10月）
などもそうした論議の一つである。また、胡 鞍鋼・中
国科学院国情研究センター主任も日中韓に香港を加え
た多角的北東アジアFTA構想を提案されている（胡 
鞍鋼「日韓中・香港でFTAを」［日本経済新聞2001年
２月15日］参照）。さらに注目されるのは、日中韓３ヵ
国間で、外国企業の知的財産権の保護や投資の自由化
などのルールを定めた「投資協定」を締結する交渉が
本格化してきたことである。（日本経済新聞2011年２月
６日より）。

（注37） これらの品目に対しては現在５～15％の関税がかけら
れており、かつそのカバレッジは2009年の中国の台湾
からの輸入額の16.1％に相当するとされている（日本
経済新聞2010年７月９日および朝日新聞2010年６月30
日より）。

（注38） これらの品目のカバレッジは2009年の台湾の中国から
の輸入額の10％超に相当するとされる（日本経済新聞
2010年６月30日より）。このことからも明らかなように、
引き下げ品目で観る限りECFAは台湾側にとって圧倒
的に有利な協定となっている。しかも引き下げ時期に
ついても、中国は一方的かつ全面的な引き下げに踏み

切る用意があるとしているのに対して、台湾側は段階
的に引き下げるとしている。こうした中国側の台湾に
対する大幅な譲歩の背景には、中国の台湾に対する各
種の配慮―政治・外交的な配慮を含めて―が存在し
ていると報じられている（日本経済新聞2010年７月13
日参照）。ただし台湾側は、中国側よりも一歩先駆けて
2013年１月１日より関税率をゼロにするとされている
（朝日新聞2010年６月30日より）。

（注39） 中国が台湾にたいして呈示した引き下げ項目539品目の
うち17％は中国市場で台湾企業と日韓企業が競合して
いるとされる（日本経済新聞2010年３月30日参照）。し
かも競合品目の多くは車部品や工作機械など高度な機
械部品からなるとされている（同上参照）。（なお、こ
れらの車製品・機械部品の関税引き下げで台湾企業が
受ける恩恵の一つとして６万人の雇用創出効果が挙げ
られている［日本経済新聞2010年７月９日より］。）

（注40） FTA締結とくに東アジア地域におけるFTA締結が与
える影響の重要性については、畠山　襄「東アジアに
FTAの波― 中・台の協定で急加速―」（日本経済新
聞2010年８月26日）が詳しい。なお、日中韓三国FTA
が実現した場合の経済効果としては、日本の場合には
GDPを0.3ポイント引き上げ、中国の場合は同じく0.4
ポイント引き上げ、最後に韓国については同じく2.8ポ
イント引き上げる、と試算されている（日本経済新聞
2010年３月30日参照）。

（注41） 韓国企業の場合には、その典型として、電機・電子分
野でのサムソン電子社などの台頭を挙げなければなら
ないであろう。同社の躍進ぶりは以下の通りである。
（イ）DRAM売上高シェア（2009年１～３月、対世界シェ
ア［以下同じ］）については、日本のトップメーカーで
あるエルビータメモリの14.8％に対して、34.1％と２倍
以上である（中村　実「日本の国際競争力回復に向けて」
［<財>野村総合研究所『知的資産創造』<2010年３月号
>］ p.22《URL》より）。（ロ）NAND型フラッシュメモリー
の売り上げ高シェア（2008年）については、日本のトッ
プメーカーである東芝の29.4％に対して、42.1％とこれ
また大きく上回っている（同上より）。（ハ）薄型テレビ
の生産台数シェア（2008年）については、日本のトッ
プメーカーのソニーの12.3％に対して、20.3％とこれま
た大幅に上回っている（同上　p.24より）。（ニ）テレビ
用液晶パネルの出荷額シェア（2008年）においても、
日本のトップメーカーであるシャープの13.9％に対し
て、28.6％と圧倒している（同上より）。（ホ）携帯電話
機の販売台数シェア（2008年）においても、日本のトッ
プメカーであるシャープの0.6％に対して、8.5％と圧倒
的な優位性を誇っている（同上　p.25より）。（なおサ
ムソン電子が2009年に計上した連結営業利益額は、日
本の電機メーカー大手８社の2009年度利益額を合計し
た額すら上回っているとされる（日本経済新聞2010年
６月20日より）。
 　電機・電子分野におけるこの他の企業としては、薄
型テレビではLG電子（生産台数シェア11.0％［2008年］）
が日本のパナソニック（同8.0％［同］）、シャープ（同
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8.0％［同］）、東芝（同5.7％［同］）などを押さえてい
る（同上　p.24より）。またLGデイスプレー（出荷額シェ
ア19.4％［2008年］）は、日本のシャープ（同13.9％［同］）
を圧倒しているのである（同上より）。
　次いで造船関係では、現代重工業（売上高10,429億
円［2006年］）、サムソン重工業（同7,102億円［同］）、
大宇造船海洋（同6,693億円［同］）、現代尾浦造船（同2,907
億円［同］）などの韓国勢が、日本のユニバーサル造船・
IHI（同2,796億円［同］）、今治造船（同2,748億円［同］）、
三井造船（同2,542億円［同］）、三菱重工業（同2,471億
円［同］）などを圧倒している（同上 p.11より）。
　最後に、鉄鋼メーカのボスコの存在も無視できない
であろう。同社の粗鋼生産量（2008年）は3,500万トン
に達しており、日本のJFEステイールのそれ（3,400万
トン）を既に凌駕しているのである（同上 p.8より）。

（注42） 中国においても、鉄鋼、IT、家電関係での新興企業台
頭が顕著である。まず鉄鋼について。同国鉄鋼メーカー
のトップである宝鋼集団(生産量3,500万トン［2008年］）
が、既に日本の第２位メーカーであるJFE（同3,400万
トン［同］）を抜き去り、日本のトップメーカーである
新日本製鐵（同3,700万トン［同］）をも凌駕せんとし
ている（中村　実「日本の国際競争力回復に向けて」［<
財>野村総合研究所『知的資産創造』<2010年３月号>］ 
p.8《URL》より）。しかも河北鉄鋼集団（同3,300万ト
ン［同］）、武漢鉄鋼（同2,800万トン［同］）、江蘇沙鋼
集団（同2,300万トン［同］）などが踵を接しながら宝
鋼集団の後を追っているという点も見落とせないであ
ろう（同上より）。IT関係においても、中国トップの
レノボのパソコン出荷台数シェア（2009年７～９月）
は8.9％となっており、日本の東芝のシェア（同）5.2％
を大幅に上回っているのである（同上 p.22より）。
　また、中国国内における賃金コスト上昇傾向さらに
は将来の元高に備えて、早くも中国企業の中には新興
国への生産基地の移転が蠢きだしているようだ。とく
に家電業界ではそうした企業が観られる。例えばハイ
アール、広東美的電器、四川長虹電器などである（日
本経済新聞2010年７月９日参照）。新興国市場獲得を
巡って、これらの企業もまた日本企業との競合を激化
させることになるであろう。
　さらに中国の場合、素材・部品企業の台頭には目覚
ましいものがあるということも見落としてはならない
であろう。例えば、中間財の「輸出特化係数」（輸出
特化係数＝［中間財の輸出―輸入］／［中間財の輸出＋
輸入］）の推移を観てみると、日本は2000年の0.28から
2008年には0.20にまで落ち込んでいるのに対して、中
国の場合には2000年にはマイナス0.01であったのが
2008年には逆に0.10と一気にプラスに転じているので
ある（経済産業省『ものづくり白書』2009年度版　p.51
［URL］および朝日新聞2010年６月２日より）。しかも
中国政府は素材・部品調達については「バイ・チャイニー
ズ政策（中国製品の優先購入政策）」を強化しようとし
ており（朝日新聞2010年６月２日参照）、こうした傾向
は今後さらに強まるものと観ておかなければならない

であろう。
（注43） 台湾企業のケースとしては、パソコン・メーカーのエ

イサーと太陽電池生産のモーテック（茂迪）を挙げて
おこう。エイサー社のパソコン出荷台数シェア（2009
年７～９月）は14.0％を記録しているが、それは上述
した東芝の5.2％に比べて約3倍に達している（中村 実
「日本の国際競争力回復に向けて」［<財>野村総合研究
所『知的資産創造』<2010年３月号>］ p.22《URL》よ
り)。またモーテック社も太陽電池生産シェア（2008年）
が5.5％に達しており、既に日本の京セラ（4.2％）を抜
き、シャープ（6.8％）に迫っているとされる（同上 p.26
より）。しかも計画ベースでは、台湾企業の地位は一層
上昇する見通しである。太陽電池とLED生産高の急増
を背景にして、2010年末には、茂迪は無論のこと昱晶
能源科技もまたシャープを抜き去る見通しである。さ
らにそのシャープの地位（第９位）を新日光能源科技
が脅かしているのである。

（注44）経済産業省『通商白書』（2010年版）p.174より。
（注45）同上より。
（注46）通商白書（2010年）p.175より。
（注47）通商白書（2010年）p.175より。
（注48） 蛯名保彦「『中越EV（Electric Vehicle）クラスター』

構想の意義と課題―北東アジアにおける次世代自動車
産業の研究―」（仮題）（第Ⅲ章第２節 「ネットワーク・
ノード（Network Node）としての新潟県の課題―新
プラットホーム型産業の育成―」）p.42～54参照。

（注49） 日本企業のグローバル市場からの後退について、産業
経済省はセットメーカーの日本型ビジネスモデルすな
わち「垂直統合型自前主義」の行き詰まりに根本的な
原因があると指摘している(経済産業省「日本産業を
巡る現状と課題」<平成22年２月>《URL》p.28参照）。
この点は、後述する小川紘一教授の指摘（第Ⅳ章［注
77］参照）とも平仄が合っている。

（注50） 経済産業省「日本産業を巡る現状と課題」<平成22年
２月>《URL》p.24より。

（注51）日本経済新聞2010年５月31日参照。
（注52）日本経済新聞2010年５月31日より。
（注53） その結果、日本経済は景気回復・上昇下にあるにもか

かわらず、今なお大幅な需給ギャップ（2010年１～３
月期でマイナス4.8％）に苦しんであり、デフレ圧力に
晒されているのである。

（注54）日本経済新聞2010年５月31日より。
（注55） 日本企業の海外投資化は2010年度にはさらに加速して

いるようだ。日本政策投資銀行の調査によれば、同年
度における国内投資額（全業種）は前年度に比べて6.8％
増加したに過ぎないのに対して、海外投資額（同）は
35.1％と急増しているとされる（日本経済新聞2010年
８月４日より）。

（注56） 読売新聞2010年５月７日より。しかしながら、日本企
業が環境・新エネルギー技術開発の分野では高い技術
レベルを有しているからといって、日本企業が上記の
「垂直統合型自前主義」や「フルセット・垂直統合型企
業経営」（小川紘一教授）というような旧式の経営シス
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テムやビジネスモデルに固執している限り、それは新
興国企業に対する日本企業の再挑戦には必ずしも繋が
らないのではないのか、という疑問は払拭されてはい
ないようだ。

（注57）同上より。
（注58） 同上より。但し、この分野でもアジア新興国企業が激

しく追い上げてきているということを忘れてはならな
いであろう（本章注41・42・43参照）。

（注59） 坂根正弘経団連・環境安全委員長は、日本のCO2排出
量の25％削減という鳩山前首相の提案は現在の日本企
業としては十分達成可能である、との見解を披瀝され
ている（朝日新聞2010年５月12日参照）。

（注60） 坂根 正弘委員長は25％削減の国際協定を纏めるために
は、現実的にはまず二国間協定として締結していくべ
きだとされている。だとすれば、北東アジアを舞台と
して日韓さらには日中韓台という段階的なアプローチ
が最も適切かつ現実的であると筆者は考えている。（な
お、この点に関連して小沢鋭仁 前環境相は、アジアに
おける排出権取引市場形成について、東アジア市場創
設を展望しつつも、まず日韓両国間に共同市場を創設
するという現実的な案を提案しているとされる［日本
経済新聞2010年５月19日より］。また伝えられるところ
によれば、日中韓三カ国の間でも、環境分野での共同
行動を強めていくという方針が確認される予定である
とされている［新潟日報2010年５月24日より］。なお中
国も排出権取引導入のための準備に入ったとされるが
［読売新聞2010年７月23日より］、この点もまた注目に
値しよう。）

（注61） 「広域地方経済圏」については、蛯名保彦「『広域連携
型関越クラスター』構想―“地域再生ニューデイール”
への一試論として―」（はじめに［注1］）［新潟経営大
学・ 地域活性化研究所『地域活性化ジャーナル』［第
15号<2009年３月>］ p.5を参照のこと。

（注62） なお、「日本海クロスオーバー型ランドブリッジ」構想
については、拙稿「新局面を迎えた日本海物流ネット
ワーク―日本海クロスオーバー型ランドブリッジ構想
―」（新潟経営大学・地域活性化研究所『地域活性化
ジャーナル』第14号）を参照されたい。

（注63） 「関越クラスター」に対しては、東北地方の一角が加わ
ることも検討されてよいであろう。伝えられるところ
によれば、新潟県と群馬県、茨城県、栃木県さらには
福島県からなる五県の間で、北関東道の全線開通を機
に交流・提携関係を強めようという動きがあるとのこ
とである（新潟日報2010年７月31日参照）。

（注64） 本稿（第Ⅳ章第１節［2］2）は拙稿「日本企業のグロー
バルシフトと産業クラスター『広域連携型関越クラス
ター』構想」（Discussion Paper）［新潟経営大学・地
域活性化研究所<2010年1月>］p.109～123に加筆した
ものである。

（注65） 「スマートグリッド」とは、エネルギー源の供給が自然
条件によって大きく左右される結果、不可避的にもた
らされる電力供給における不安定性を、電力網の中に
“自然制御システム”―通信・制御システムや蓄電機

能―を導入することによって克服し、電力の最適供給
体制を保証せんとする“次世代電力網”のことである。
要するに電力の大量需要時代を迎えて、電力の大量で
かつ安定した供給システムを築こうという訳だ。

（注66） 清成 忠男氏は、ハブ企業群（開発・設計）、加工企業群、
サービス企業群（企業支援）そして大学研究機関など
を繋ぐクラスター内の組織間関係を「プラットフォー
ム」と呼んでおられる（下図参照）。

　そして、このプラットフォームがさらに他のクラス
ターにおけるプラットフォームとネットワーク関係を
結ぶ―それは往々にして海外のプラットフォームとの
ネットワーク関係に結びつくことすらある―ことに
よって、プラットフォームの機能も高度化し複雑化す
るとしておられる。（なお、プラットホーム・ネットワー
ク論については、後述［注86参照］の小宮山　宏氏が
提唱する“プラチナ・ネットワーク”構想とも関わっ
ている。）

（注67） 本稿（第Ⅳ章第２節［1］２）は、拙稿「『広域的再編成
を迫られる日本の金型産業―『関越金型クラスター』
構想を考える―』（新潟経営大学・地域活性化研究所・
平成21年度 新潟県「地域貢献機能」支援事業に関する
調査研究）に拠る。

（注68） 李　澤建「中国―世界最大の電動市場が電気自動車大
国になる日」［エコノミスト2010年３月23日］p.31～35
参照。

（注69）同上参照。
（注70）日本経済新聞2010年７月18日より。
（注71）日本経済新聞2010年７月22日より。
（注72）日本経済新聞2010年７月23日より。
（注73） IEA（国際エネルギー機関）は、中国の2009年のエネ

ルギー消費量が石油換算で22億5,200万トンに達し、米
国を抜いて世界第１位になったとしている（日本経済
新聞2010年７月21日より）。

（注74）日本経済新聞2010年７月29日参照。
（注75）日本経済新聞2010年７月14日より。
（注76） 同上より。なおこの中で、GM社からのリチウムイオ

ン電池の受注はかなり戦略性の高いものだとされてい

［クラスター内の組織間関係］

ハブ企業群
（開発･設計）

プラットフォーム

サービス企業群
（企業支援）

産学連携

大学研究機関

企業連携

加工企業群

「プラットフォーム」組織

（出所）清成忠男「成長戦略と企業 ― 草の根イノベーション ―」
　　　　（日本経済新聞2010年1月13日）より。
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る。GMは今年（2010年）、電気自動車「シボレー・ボ
ルト」を発売する予定であるとされるが、LG化学が受
注した電池はこの戦略車に搭載する電池でもあるから
だ（日本経済新聞2010年７月20日参照）。

（注77） 小川紘一「大量普及期に入ると負ける日本のエレクト
ロニクス産業」（エコノミスト2010年８月３日号）p.29
～32参照。それに対して、韓国企業は欧米企業のように、
「ネットワーク・水平分業型企業経営」に早くから移行
しており、その下で自社に得意な技術領域に特化する
ことができた、と小川氏は指摘されている。そしてそ
の典型が、エレクトロニクス産業のグローバル市場に
おける韓国企業の目覚ましい進出だとされている。（と
ころで、小川氏の指摘されている含意を敢えて次世代
自動車産業論における新企業経営論へと繋げば―とく
に部品・素材企業経営論との関連性で結びつければ―、
“選択集中型・水平的ネットワーク企業経営論”が新経
営論として浮上してくることになるであろう。さらに
それをクラスター論との関連で考察を深めれば、前述
した［<注66>参照］清成氏の「プラットホーム・ネッ
トワーク型クラスター論」とも平仄が合ってくる筈で
ある。但しこの点に関して重要なのは、日本の中小企
業の位置づけである。因みに総務省の調査によれば、
海外に直接投資をしている企業の割合［2008年度］は、
従業員1,000人超えで36％であったが、200人未満では
10％未満に止まっているとされる［日本経済新聞2010
年８月23日より。］問題はこの企業規模に因る海外直接
投資の大きな落差をどのように捉えるのかという点だ。
それを、中小企業の海外直接投資に対する意欲不足と
捉えるのではなく、そのために負うべきリスクと負担
が、大企業に比べて中小企業の場合には、遙かに大き
いという点にこそ注目すべきであろう。だとするなら
ば、新経営論すなわち“選択集中型・水平的ネットワー
ク企業経営論”の必要性は中小企業の場合こそ大きい
と考えるべきであり、それに対する新クラスター論す
なわち「プラットホーム・ネットワーク型クラスター
論の必要性もまた中小企業にとってこそ大きいと想定
すべきであろう。この点で重要なのは、地域における
産学官協力とそれをコーデイネートし得る人材の確保
である。この点に関する興味深い研究として、大橋 弘
准教授の知見すなわち「市場を創る技術革新」［日本経
済新聞2010年７月29日～同８月10日］を挙げておこう。
かくして、本稿で問題にしている部品・素材企業の多
くが中小企業に属している―ということは彼らの多く
が雇用問題を抱えている―ということもまた見落とし
てはならない論点であろう。」

（注78） 鷲羽　毅「次世代自動車―構造変化で『浮かぶ企業、
沈む会社』」（エコノミスト2009年７月７日）p.27～29
参照。

（注79）同上より。
（注80）同上より。
（注81） P.デイッケン教授も同様の見解を述べておられる。す

なわち、「ビジネス・プロセス」の基本パターンは本来
企業内の諸活動に依拠していた。だがそこに技術革新

さらには制度・ルール上の要因が加わり、「ビジネス・
プロセス」自体が重層性を強めていったとされている。
（なおデイッケン教授は、「バリュー・チェーン」を「ビ
ジネス・プロセス」と同義に理解されているが、内田
教授は両者を分離して考えておられるようだ。従って、
ビジネス・プロセス論とバリュー・チェーン論との関
係については整理しておく必要性があるようだ。）

（注82） 内田和成「不況長期化の中での企業経営―業界の地殻
変動見逃すな―」［日本経済新聞2009年12月10日］参照。

（注83）同上より。
（注84）同上より。
（注85） 村沢義久「25％削減は不可能ではない目指すは『燃や

さない文明』」（「電機自動車ニュース」2009年11月18日）
参照。

（注86） 注目しておかなければならないのは、経済界なかんづ
く大企業経営者の中にも「知的拠点性」へのアプロー
チが始まっているという点だ。例えば、野間口 有 三
菱電機会長の提案がそれである。同氏は、「地域活性化」
の可能性を二つの価値観の対抗関係に求めているとい
う点で、極めてユニークな発想を提示されている。す
なわち同会長は、グローバリゼーションとローカリゼー
ション、技術革新と文化・精神という二つの対抗関係
こそが、これからの「地域活性化」に不可欠な四つの
ファクター―すなわち、（イ）大学の地域貢献、（ロ）地
場企業/地元大学との連携、（ハ）国際標準化、（ニ）留学
生の就業という四つのファクター―の形成を促すとさ
れている。何故ならば同氏によれば、これらのファク
ターの形成を通じてこそ、コーデイネーターや技能・
技術人材さらにはここで云うところの「ネットワーク・
システム・プラナー」など高度かつ知的な人材の育成
が可能になる筈であるからだ（図表Ⅳ-2参照）。要する
に、（イ）知的人材の育成は、単に大学などの育成機関
が地域に存在すれば事足りるということではなく、地
域における価値観の多様性こそが、そうした人材を育
むのだ、（ロ）その意味で、「知的拠点性」とは地域に
おける価値観の多様性と表裏の関係にある、（ハ）従っ
て、「地域活性化」もまた単にグローバリゼーションや
技術革新という日本企業の国際競争力強化論だけでは
なく、より多様な価値観に依拠したアプローチが必要
なのだ―という発想を経済人とくに大企業の経営者が
抱いているという点では、野間口提案は、極めて興味
深くまた重要な指摘だと云わなければならないであろ
う。その意味で野口提案は正に卓見と云うべきである。
　さらに敷衍すれば、「知的拠点性」論は小宮山 宏氏
が提唱されている“プラチナ・ネットワーク”構想（小
宮山 宏「環境、高齢化、教育などの課題解決―『創造
型需要』で先行利得を―」［日本経済新聞2010年３月
26日］参照）とも関連している。同氏は、環境、高齢
化などの諸課題を解決した快適な社会-低炭素社会など
の環境分野さらには活力ある高齢化社会などから掘り
起こされる“創造型需要”を基盤とした社会-を「プラ
チナ社会」と定義し、“プラチナ・ネットワーク”構想
を提起されている。すなわちそれは、“都市のネットワー
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ク”、“大学・研究機関のネットワーク”そして“海外
との姉妹ネットワーク”という三層のネットワークか
らなる重層的ネットワーク社会に他ならないという訳
だ。ここで注目されるのは、その中で“大学・研究機
関ネットワーク”が果たす役割である。すなわち、大学・
研究機関の役割は「知識の構造化を行い、ネットワー
クの触媒役を担う」ことだとされている点だ。そして、
こうした地域における大学・研究機関の役割があって
こそ、「地域が課題解決に動き、企業のものづくりがそ
れに応えることで新産業を生み、その推進を中央が支
援するという体制の構築」すなわち「課題解決型先進
国」の実現が可能になるのだとされている。かくして、
「知的拠点性」はこうした文脈においても重視されるべ
きである。

（注87） ハード面での整備に関しては、蛯名保彦「『重層的経済
圏』下の東・北東アジア地域連携研究―北太平洋経済
圏と北太平洋物流ネットワーク構想を中心にして―」
（新潟経営大学・地域活性化研究所）［2007年６月］p.40
～41を参照のこと。

（注88） 現在、世界のコンテナ貨物取り扱い港における上位港
（例えば2004年の上位10港）を取り上げてみると、シン
ガポール、上海、深セン、釜山、高雄、ロッテルダム、
ロサンゼルス、ハンブルグ、ドバイの何れもが例外なく、
「物流ネットワーク」と「情報通信ネットワーク」さら
には「金融・為替・通貨ネットワーク」などが融合す
ることによって、ビジネス・ネットワークにおける「知
的拠点性」を遺憾なく発揮しているということを見落
としてはならないであろう。要するに現代においては、
物流拠点とは同時に「知的拠点都市」でもなければな
らないということだ。

（注89） 「新製造業」論に関わる論点は次の三つである。一つ
は、国際分業を背景とする産業調整問題に係わってい
る。二つには、日本企業の経営のあり方との関連性で
ある。最後に、イノベーション論との関連性もまた見
落とせない。まず産業構造調整問題との関連性につい
て。要するにこれからの製造業は、“摺り合わせ”（統合）
問題と“棲み分け”問題をクリアしなければならない
ということだ。“摺り合わせ”（統合）問題とは、（イ）
「統合型完成材」、（ロ）「高機能部品・素材」、（ハ）「高級
消費財」、（ニ）「製品・サービス融合材」―などにこれ
からの製造業は否応なく特化していく必要性があると
いうことだ。（詳しくは、拙稿「市場獲得型ビジネスモ
デル支援と産学官協力―中越企業の中国・アジア進出
を中心として―」<補論Ⅲ>「日中産業構造調整問題」
［新潟経営大学『ボーダレス経営研究』2005年１月］p.89
～106を参照のこと。）“では棲み分け”問題とは何か。
それはとくに国際分業に係わっている。要するに、今
や規格大量生産型製造業では、アジアを中心とする新
興工業国の“ものづくり”にはとうてい宇太刀打ちで
きないということだ。だとすれば日本の製造業は、新
たに付加価値概念を再検討するとともに新高付加価値
化論に依拠することによって、アジア新興工業国との
“棲み分け”を計る以外にない、ということになる。云

うまでもなく、こうした産業構造調整の背景には、製
造業が社会的・文化的・知的ニーズの充足産業との融
合が求められているという問題意識が横たわっている。
かくして、こうした国際分業の進展や新たなニーズの
台頭への対応が日本の製造業の変容を惹起することは
容易に理解されよう。二つ目の企業経営のあり方が新
製造業論にどのように係わるのか。上記の産業構造調
整問題をさらにボーダレス経営論との関連で観てみる
と、（イ）ビジネス・プロセスのボーダレス化、（ロ）国
際分業における「知的集約工程」の重要性などが新た
な問題としてクローズアップしてくる。他方、日本の
企業経営が抱えている最大の問題の一つとして労働市
場の安定化という課題がある。そのためには、国際分
業上求められる“成果主義”だけでは問題は解決しな
いし、むしろ悪化さえしかねないのである。かといって、
上記の産業構造調整が求められているときに年功序列
型の“日本的労使関係”に逆戻りすることもまた困難
である。要するに、一方では国際分業の進展に対応し、
他方では労働市場の安定化を計る、という“二律背反”
する課題―“二律背反”の背景には、「法人社会」の
論理対「市民社会」の論理の対立というより本質的な
問題が横たわっているということを見落としてはなら
ないが―に応え得る新たな経営モデルが現在の日本に
は求められているのである（朝日新聞「底打ち景気と
今後の課題」［朝日新聞2009年７月29日］を参照のこと）。
こうした新日本的経営モデル論もまた製造業の変容と
無関係ではないであろう。最後にイノベーション論と
の関係もまた見落とすことはできない。上述したよう
に、日本企業の技術開発の方向は、（イ）環境・新エネ
ルギー主導の新「融合・統合型機械産業」の形成、（ロ）
なかんづくHV・EV・燃料電池車開発競争に支えられ
た「次世代自動車」開発の急速な進展、（ハ）「部品・素
材産業」の重要性増大と表裏の関係で進展している「要
素技術イノベーション」―の三方向であるが、このこ
とからも明らかなように、イノベーションのあり方も
また製造業の変容を促す上で重要な役割を担っている
ことは否定できないのである。

（注90） 「ビジネス・ネットワーク」に関しては、拙著『日中韓
「自由貿易協定」構想』（朝日書店、2004年刊）p.212～
213および拙稿「北東アジア『バーチャル・カー』構想
―情報ネットワークシステム下の北東アジア企業連携
―」（［財］環日本海経済研究所『情報通信ネットワー
クによる北東アジアの企業連携』［2001年］）p.61を参
照のこと。

（注91） ただし“国家戦略”という言葉には一定の留保が必要
である。そもそもここで定義するような意味での「北
東アジア経済圏」は、歴史的アナロジーを辿れば“東
亜共栄圏”という言葉に遭遇する。（従って「東アジア
経済圏」とは差し詰め“大東亜経済圏”ということに
なるであろう。）そして、こうした「東亜共栄圏」は近
衛内閣の“国家戦略”として打ち出され、それを達成
するための手段として“大きな国家”と“強い武力”
が求められた、ということも周知のところであろう。
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その意味では、近衛内閣が打ち出した国家戦略論は比
喩的に云えばいわば“ハード・パワー”論である。従っ
て、この点については、ここで述べている「北東アジ
ア経済圏」論は別の観点に立っている、ということを
明確にしておかなければならないであろう。（新旧二
つの“経済圏”論の背景を垣間見ると、新経済圏論す
なわち本稿で論じている「北東アジア経済圏」論は日
本の経済社会の抜き差しならない困難性を背景にして
いると云わざるを得ない。現在日本経済は、（イ）一方
で年金財政が危機を迎える中で、（ロ）他方その危機を
打開すべき財政自体の再建が喫緊の課題とされている、
（ハ）しかもこうした“双子の危機”は日本経済の再生
抜きには打開困難であるにもかかわらず、その日本経
済自体が少子高齢化による経済力の衰退―すなわち人
口減少・人口構造の高齢化に伴う生産年齢人口の減少
に因る潜在成長力低下―という中長期的危機に晒され
ようとしている。その意味では、三つの危機すなわち
“トリレンマ”に陥ろうとしている。要するに、日本は
紛れもなく“国家戦略”として日本再構築を迫られて
いるのである。一方、旧経済圏論すなわち「東亜共栄圏」
構想に戦前の日本政府がのめり込こんで行った背景に
は、戦前の日本がある意味では今日と同類の経済社会

危機―すなわち、（イ）1929年の世界恐慌を機とする昭
和恐慌の発生とその深刻化、（ロ）日本経済の発展にとっ
て不可欠なエネルギーとりわけ石油供給ルート確保の
必要性という中長期的な課題など―に陥っていたとい
う要因が横たわっていたのである。その意味で「東亜
共栄圏」構想が当時の日本の窮状脱出策のための“国
家戦略”として打ち出されたということも見逃せない。
従って、“アナロジー”もまた単に新旧経済圏における
類似性と云うだけではなく、むしろその背景にある経
済社会構造における類似性こそが問題にされなければ
ならないようだ。逆に云えば、アナロジーにおける深
刻さ故に、新旧両経済圏における「国家権力」のあり
方について曖昧さは許されないのである。）従ってこの
点について敢えて敷衍しておけば以下の通りである。
「北東アジア経済圏」が日本の国家戦略であるとした場
合、それを実現する上で日本に求められているのは、“ソ
フトパワー”つまり比喩的に云えば、「柔軟な国家」と
「賢明な政策」の組み合わせであると考えるべきであろ
う。（この点は、前述した［第Ⅰ章<注７>参照］北東
アジア改革論に対する日本の経済社会の関わり方にも
係わっていると云えよう。）


